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この報告書は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益の一部で

ある機械振興資金の補助を受けて、平成3年 度に実施 した

「情報処理に関する調査研究等補助事業」の一環としてと

りまとめたものであります。







は じ め に

当協 会は、わが国 における情 報処理の発展 に資す るため、海外における情報産業および情報

化の動 向を調査 して まいりま した。

本年度の調査は、欧米な らびに東南 アジアにおける情報産業 な らびに情報化の現状を調査す

ることとし、欧米 においては、専門 コンサルティング会社等を中心 に、東南 ア ジアにおいては、

政府関係機関等を中心に調査を実施 いた しま した。

ここにその結果を とりまとめ、関心を もたれ る方 々のご参考 に供 したい と存 じます。

なお、本調査の実施に当たって ご支援 、ご協力を賜 った関係 各位に対 し、心 よ り感謝の意 を

表 します。

平成4年3月

財団法人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会



、



目 次

は じ め に

1.欧

1.l

l.2

1.3

1.4

米 編

欧米における情報産業の動向

アメ リカにおける情報 サー ビス産業の動 向

ヨーロ ッパにおける情報サ ー ビス産業の動 向

ヨーロ ッパにおけるソフ トウェア産業の動 向

l

l

7

23

43

2.東 南 ア ジ ア編

2.1

2.2香 港

2.3タ イ

シ ンガ ポー ル

47

47

56

62





1.欧 米 編





1.欧 米 編

1.1欧 米 における情報産業の動向

序

技術の進歩、知識 集約化などによ って産業の高度化が進 むとと もに、産業界において は情報 、

技術、知識 、創造 力など ソフ ト面でのニーズが急速 に高ま って いる。 この ように、経済の ソフ

ト化、サー ビス化が進 むにっれ、先進主要 国で は情報産業、サー ビス産業が極 めて重要 な役割

を担 うよ うになり、 この結果、特に情報産業 は、国の基幹産業 と して産業構造 自体 に大 きなイ

ンパ ク トを与えよ うとしている。

しか し、各国 におけ る情報産業の発展にっいて は、それぞれ の政府が講 じてい る施策 を抜 き

に して語 る ことはで きない。施策 には、その国の産業育成に位 置づ けられ る もの、大規模 ナ シ

ョナルプ ロジェク トの遂行 とその成果の産業界への波及、あ るいは政府 による業界への直接助

成 などが あ り、それぞれの国によってその状況 に違いが ある。

以下に、欧米主要国における情報産業施策につ いて概括 してみ る。

1.1.1ア メ リカにお ける情報産業施策

アメ リカにお けるこれ までの情報産業の進展 は、行政府 によ る国民経 済 ・社会問題への過

度の介入 を極力避けよ うとする基本理念 もあ って、政府 による産業育成策よ りむ しろ、 巨額

の国家予算 による先端技術の研究 ・開発の民 間企業へ の委託、その成果の産業界への積極的

な移転 による もの と言えよう。 こうした方針の もとに、アメ リカで は、 これまで さまざまな

法制度 の充実が図 られてきた。例えば、技術成果の民 間への移転を図 る 「連邦技術移転法:

1986年 」、また技術情報を広 く民間へ普及 させ るための 「連邦情報公開法」等で ある。 また、

1988年 には、アメ リカ産業の技術基盤の整備 ・強化を骨子 とした 「包括貿易 ・競争法 」が立

法化 されたが、 これ に伴 い 「高度技術 プログラム(ATP:AdvancedTechnologyProgram)」

が策定された。同プ ログラムを展開するにあた り、政府で は 「国立標準技術院(NIST:Na-

tionalInstituteofStandardsandTechnology)」 の もとで、民生用の先端技術 開発 の振

興 ・助成 を開始 して いる。初年度の1990年 に は、1,000万 ドルの予算 を計上 し、応募件数 は

250に 達 した。 このため、連邦政府では、議会の強い要請 もあ り1991年 お よび92年 度 に はそ

れぞれ3,600万 ドルを、さ らに今後は年 間4億 ドル レベルにまで予算 の拡大を図 りたい と し

てい る。

最近 のアメ リカ経済の停滞、さ らに 日本やNIES、 その他諸国の先端技術分野 におけ るアメ
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リカ産業界への攻勢等 もあって、国際競争力が急速 に低下 してお り、政策転換を余儀な くさ

れ ようとしている。っま り、 これ までの 「特定産業に対す る直接的な支援 は行わない」 とす

る政策方針か ら、 「政府 による産業政策 はやむをえない」 との考えに変わろ うと してい る。

事実、 ブッシュ政権 による1991年 度予算 は、今 まで と同様 、直接的な産業支援で はな く、基

礎的技術の研究開発を重視 したものであ ったが、1992年 度の予算ではアメ リカ産業の国際競

争力 の維持 ・確保のため、連邦政府があ る程度 の役割を果 たすべ しとの方針が打 ち出されて

い る。 ちなみ に、1992年 連邦会計年度(1991年10月1日 か ら施行)の 予算で は、基礎研究用

は前年比8%増 の133億2,000万 ドルで あるのに対 し、応用研究 ・開発用は対前年比13%増

の587億9,100万 ドルを計上 している。 この ように応用研究 ・開発部門へのて こ入れ ば、ブ

ッシュ政権下 での産業政策への政策転換 の現れの一環 とみ られ る。

一方
、アメ リカ連邦政府 は、研究 ・開発 に関す る税額控除等の税制上の優遇措置を行 うほ

か、知的財産権の確立、外国企業 によ るア メ リカ国籍企業の買収等、外国か らの投 資に対す

る規制強化 などの施策を通 じ、先端技術分野 にお ける自国産業の振興 をはか ってい る。

1991年4月 、大統領府の科学技術政策局(OSTP)が 主幹す る 「国家重要技術パネル」は、

2000年 に向けての政府、産 業界の行動計画のガイ ドライ ンとなる 「国家重要技術 リス ト」を

作成 し、公開 ・発表 した。 この リス トは、以下 に示す優先順位 に従 った6分 野を さ らに22の

細 目にわた ってブ レー クダウンした もので ある。また、当該重要案件数の円滑 な遂行を図 る

ため、 「重要技術研究所(CTI:CriticalTechnologyInstitute)」 の設立を計画 中で ある。

① 材料 ・素材

② 製造技術

③ 情報 ・通信

④ バイオ技術 ・生命科学

⑤ 宇宙航空 と陸上輸送

⑥ エネルギーと環境

アメ リカで は、超電導 を含む電子 ・光学材料等、ハイテ ク材料 ・素材 を今後の最重要技術

で あるとして優先順位の トップにあげた。次に、CIM、 知能 ロボ ッ ト、マイ クロ/ナ ノ加

工技術等、 日本に遅れを とってい る製造技術分野 を第2優 先順位 としてい る。さ らに、情報

・通信の分野 は、すべての産業 ・経済活動分野における基盤技術であるとの認識か ら第3優

先順位 にあげ、なかで も 「高性能 コンピューテ ィングとネ ッ トワーク」、 「高品位画像処理

・表示 」は、個別重要技術 と指導 してい る。

「高性能 コ ンピューテ ィングとネ ッ トワー ク」は、次世代 スーパ ーコンピュータおよびそ
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の利用拡大のための ネ ッ トワーク構築に関する技術開発のために策定 された 「1991年高性能

コ ンピューテ ィング法」に基づいて、すでに大規模国家プ ロジェク トとして遂行中で ある。

同プ ロジェク トは、 スーパーコンピュータ分野 におけ るアメ リカの競争力優位の維持 ・強化 、

その利用 による高度技術の開発、 さらに先端技術の研究 ・開発におけるヨーロ ッパ先進 国お

よび 日本への対抗 ・競争力の充実を狙 いとした もので、計算能 力と して は、1兆 演算 回/秒

を 目指 して いる。 また、ネ ッ トワークと しては、最小1,000カ 所 の大学 ・研究所等に設 置 さ

れている約100万 台の コ ンピュータを高速光 フ ァイバで接続 しよ うとす るものであ る。なお、

1991年 度の予算 として は、4億8,900万 ドルが計上 され たが、1992年 度 には大幅 に増額 され、

6億3,800万 ドルの予算措置がな された。今後 も、引 き続 き長期計画(5年 計画)と して予

算措置が行われよ うとしている。

アメ リカで は、 こうした国家重要技術を高めるため国家重要必 須技術法(S.1327)」 、

「高度製造技術法(S.1328)」 、 「連邦技術戦略法(S.1329)」 、 「製造 ・生産技術戦略法(S.1

330)」 等の法案が審議 中である。

このよ うに、ブ ッシュ政権で は、民間産業用技術の 開発 に関与 を深 めよ うとして いるが、

アメ リカの 自由市場経済の原則を尊ぶべ しとす る政策 イデオ ロギー との調和 を今後 いか に図

ってい くかが課題 となろ う。

1.1.2ヨ ーロッパにおける情報産業施策

1)EC

ECで は、 ヨーロ ッパ産業の科学 ・技術の基盤 と国 際競争力の強化を図 るため、1983年

に第一次 「研究 開発基本計画(1984～87)」 を策定 し、先端技術の研究 ・開発 を中心 と し

た各種プ ロジェク トに着手 した。その後、1987年 には1992年 のEC市 場統 合を 目的 とした

「単一 ヨーロ ッパ議定書」に特別な規定を設 け、さ らに研究開発に力を入れ ることにな っ

た。第一次計画の終了 とともに、EC委 員会では、第二次 「研究 ・開発基本計画(1987～

91年)」 を発表 したが、1990年4月 には、新 たに第三次 に相当す る 「研究 ・開発基本計画

(1990～94年)を 策定 し、57億ECU(邦 貨換算:約9,400億 円)の 予算措置を行 った。

第二次5カ 年計画の終了以前に新 たな5カ 年計画の実施 に踏み切 ったの は、1992年 の市場

統合に向け、市場規模の拡大に即 した標準 ・規格の確立、 ヨーロッパ規模での人材 の養成 、

ヨーロ ッパ産業の さ らなる強化、環境保護 と生活の質的 向上等に積極的 に取 り組 む必要 が

生 じて きたためであ る。

研究 ・開発の実施 にあたっての費用負担 は、ほとん どが産業界、研究機関、EC委 員会
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による費用分担方式をとっている。基本的には、EC委 員会 と参加企業の50対50の 費用分

担であ るが、大学関係の プロジェク ト等では、EC委 員会の負担率が高 く、100%の 場合

も少 なくない。 この他、ECが 独 自に、 イタ リア、ベルギー、オラ ンダ、 ドイツに持つ研

究機関を通 じ、直接、研究 ・開発を実施す る場 合 もあ る。特定の研究 ・開発プロジェク ト

に関す るEC委 員会への提案 は、加盟国の閣僚 レベルの承認 を必要 とす るが、その他個 別

研究 ・開発プロジェク トのテーマについて は、EC官 報で公募 され、一定の手続 きを経て、

終 的にEC委 員会で採決 され る。 この結果、現 在、数多 くのプロジェク トが遂行 されて

いるが、情報 ・通信技術分野で最大規模 の もの はESPRITとRACEで ある。

(1)ESPRIT(ヨ ー ロ ッパ情 報 技 術研 究 開 発 戦 略 プ ログ ラム:EuropeanStrategicProgramme

ofResearchinlnformationTechnology)

ヨー ロ ッパ にお け る情 報 技 術 産業 の確 立 、 国 際競 争 力 の 強化 、そ の ため の産 業 協 力 の推

進 、 国際 的 標準 の 整備 等 を 目的 と して1984年 に始 ま った第 一期ESPRITは 、総 計204の 研 究

開 発 テ ー マが掲 げ られ、7億5,000万ECUの 予 算 が計 上 され た。1988年 に は、 当初 の5

カ年 計画 の成 果が 得 られ たの で 、新 たな5カ 年 計 画 と してESPRIT-llが 策 定 され 、16億E

CUの 予算 の もとに1989年 末 ま で に 、313の プ ロ ジ ェク トが 遂 行 され、 あ る程 度 の 成 果 が

得 られ た 。 その 後 、第 二期 計 画 の途 中で 新 た に 第三 期ESPRIT(1990～94年)が 策 定 され 、.

13億5,200万ECUの 予 算が 計 上 され た。 した が って 、現 在 はESPRHHの もとで 、 ビ ジネ

ス社 会、 工 業社 会 、市 民 生活 に お け る情 報 技 術 の 普及 を新 たな 目標 と して加 え 、研 究 ・開

発 が 実施 され て い る。

(2)RACE(ヨ ー ロ ッパ高 度通 信 技 術研 究 開 発 計 画:ResarchandDeveIopmentinAdvanced

CommunicationsTechnologyinEurope)

RACEプ ロ ジ ェ ク トは、1987年 にEC閣 僚 会 議 で 採択 され た、 ヨー ロ ッパ にお け る高度 通

信 技術 研 究 開発 計 画で 、 世 界 の通 信 市場 に お け る ヨー ロ ッパ の 国 際競 争 力 の強 化 を 狙 い と

して 、1995年 まで に全 ヨー ロ ッパ に総 合 広帯 域 通 信 システ ム(IBC:IntegratedBroa-

dbandCommunications)を 導 入 しよ う とす る もので あ る。1989年 に行 われ た中 間監 査 の 結

果 、 同計 画 は順 調 に遂 行 され て い る との評 価 を 受 け、新 た に移 動 体 通 信 、画 像 通信 等 イ ン

テ リジ ェ ン ト化 され た高 信頼 性 ネ ッ トワー クや 高 付加 価 値 サ ー ビスの 開 発 に重 点 を 置 い た、

第 三次 基 本計 画rRACE-ll(1990～94年)」 を 策 定 した。 また 、EC市 場 統 合 によ る規 模

の 経 済 を重 視 した、各 種 システ ムの 相 互 乗 り入 れ を可 能 に す る公衆 通 信 システ ム の開 発 に
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も取 り組 む こ とと して い る。

これ らのECと して の 代表 的 な2大 プ ロ ジ ェ ク トの ほか 、現 在EC委 員 会 の もとで は

「ヨー ロ ッパ産 業 基 礎/先 端 材 料研 究(BRITB/EURAM)計 画:「 共 同体 基 準局(BCR)計

画 」 、 「環境(STEP/EPOCH)計 画 」、 バ イオ テ ク ノロ ジ ーに関 す る 「ライ フサ イ エ ンス と

技 術(BRIDGE)」 、 「エネ ル ギ ー(JET)計 画 」等 さ まざ ま なプ ロ ジ ェク トが 遂 行 され

て い る。

一方 、EC計 画 以 外 に もヨー ロ ッパ を 中心 と した数 多 くの プ ロジ ェ ク トが 、現 在 、遂 行

され て い る。

(3)EUREKA(ヨ ーロ ッパ研究協力機関:EuropeanResearchandCo-ordinationAgency)計

画

EUREKAは 、ECの 枠組みを越え た先端技術共同研究計画 として、1985年 にフラ ンスの ミ

ッテラ ン大統領の提唱で始 まったプロジェク トで、1990年6月 現在、19カ 国(EC12カ 国、

EFTA6カ 国お よび トル コ)が 参加国メ ンバーと して登録 されている。ESPRITが 基本技術

の研究開発 を中心 と しているのに対 して、EUREKAは 市場性 を有する製品や工程 の開発 に重

点 を置いている。

同計画の対象分野 は①バイオテ クノロジー、②製品技術 ・ロボ ッ ト、③情 報技術 、④教

育 、⑤熱 と動力、⑥環境、⑦ レーザー、⑧材料、⑨ コンピュータ技術、⑩輸送 とな って い

るが、HDTVを 含 めた情報技術の分野が極 めて重視 さて いるのが特徴で ある。また、1989年

にはEUREKAの サブ計画 と してJBSSI(ヨ ーロ ッパ ・サ ブ ・ミクロン ・シ リコ ン)計 画が策

定 された。 ヨー ロッパ における電子工業の強化を狙 いと して、6カ 国30機 関 によ り8年 計

画で、 シリコンを中心 と したマイ クロエ レク トロニ クスの研究 ・開発 を行お うとす るもの

である。

EUREKAは 、ECレ ベルでの計画承認 と予算獲得 を前提 と しなければ発動で きないESPRIT

と異 な り、各国の企業 レベルで 自主的にテーマ設定や計画策定が可能で ある ことか ら、各

国政府で も、その重要性を認識 し、参加企業 に対 し積極的 に助成を行 って いる。EUREKAは 、

今後、ESPRITと の補充関係 を強めっっ、研究開発が推進 されてい くことになろ う。

2)EC加 盟 主要国

EC加 盟 国で は、 これ まで数多 くの分野で産業育成策を講 じて きたが、 中で も情報産業

を最重点政策 として いる国が多 く、特にイギ リス ・ドイツ ・フラ ンスの主要3国 は、GN
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Pに 占める研究開発の割合か らみて も、他の諸国 か ら抜 きん出ている。これ ら諸国では、

日米の先端技術分野の急速 の進歩に対 す る脅威 もあ り、情報産業の国際競争 力の強化を産

業育成策の柱 として きた。一方、ECの 市場統 合に向け、各国政府で は、 自国の情報産業

育成をECプ ロジェク トの中で展開 しよ うとす る動 きが出てお り、政府の助成 も、 これ ら

参画企業 に対 し積極的に行われてい る。

イギ リスでは、かつて 日本の新世代 コンピュー タプロジェク トに誘発 されて、 「高度情

報技術開発(Alvey)計 画」を策定 し、産 ・学 ・官共 同による大規模 ナ ショナルプロ ジェク

トに着手 した。同 プロジェク トは、研究上の成果は一応上が った ものの、実用化の面、知

的財産権 、各界の意見の対立等困難な問題 も発生 した。その後、同計画 はECプ ロ ジェク

トであるESPRIT計 画の中で展 開され ることとな り、ESPRIT-Hの315の プロジェク トの内、

イギ リスは実に134の プロジェク トに参画 した。また、RACEで は最初 のフ ェイズの契約91

の内、82に 参画 し、3.8億 ポン ドの予算を計上 した。EUREKAに 対 して も、合計390の プロ

ジェク トの内、100の プロジェク トに180の イギ リス企業が参加 している。 このよ うに、

イギ リスで はサ ッチ ャー政権の下で産業省 と貿易省の統合によ り発足 した貿易産業 省(D

TI:DepartmentofTradeandIndustry)が 中心 となって、ECプ ロジェク トへ の参画

を重点に情報化施策が展開 されて い くことになろう。

フランスで は、1991年9月 に1992年 度の予算の閣議承認を得 たが、 これによると予算総

額 は湾岸戦争依頼回復の兆 しが見え ない景気を反映 して、前年度2.9%増 に過 ぎない。 し

か し、1988年 以来 、一貫 して とられて いる研究 ・開発を国家的優先事項 とす る政策を尊重

した結果、予算額 として前年度比4.9%増 の総額511億 フランと初めて500億 フラ ンを突

破 した。 この うち、CNRS(国 立科学研究所)、CAE(原 子力公社)等 の公 的研究機関予

算 は160億 フラ ン(前 年比7.9%増)に とどま ったが、産業研究分野 については、16%増

と大幅に ア ップ した。なかで も、HDTV、 イノベー ションプログラム、EUREKA計 画等電子関

係 のプログラム、中小企業 向け研究 ・開発援助 、技術開発援助資金等を重視す る予算措置

とな ってい る。

ドイツ(旧 西 ドイツ)に おける、1989年 の研究 ・開発予算 は総計667億 ドイ ツマル

クであった。その後、ベル リンの壁崩壊 による90年10月 の東西 ドイツの統合 によ り統一 ド

イツが誕生 し、 これによって、産業技術政策 も統一 ドイツ全体 と して調和の とれた ものに

しよ うとす る努力が伺え る。っ ま り、"機 会の均一化"でEUREKA等 国際共 同研究プ ロジェ

ク トへの 旧東 ドイツ研究所の参画、特別技術研究開発プログラム実施による経済振興の促

進、旧西 ドイツ企業の旧東 ドイツへの投資の奨励、科学 アカデ ミーの統合 と旧東 ドイ ツに
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おける共 同研究環境の整備等 、積極的 に科学技術体系の整備を図 るための施策を展開 して

いる。 ドイツ連邦政府におけ る産業技術政策 は、研究技術省(BMFT)が 主務官庁であ る

が 、ここで は特 に、連邦政策の主眼を、基礎研究の うち市場指向型技術分野 における研究

の推進、EC等 国際協力体制の拡大 と強化、科学技術の進 歩にかかわ る諸課題 の解決等 に

おいてい る。 ドイ ツは、従来か ら基礎技術の研究 ・開発を重視 してお り、 こうした姿勢 は

今後 も踏襲 されよ う。例え ば、最近策定 された新たな国家 プ ロジェク ト 「バ イオテ クノロ

ジー2000」 は、21世 紀に向 けてのバ イオテ クノロジーを中心 と した技術基礎の構築を骨子

とした ものである。

1.2ア メ リカ にお ける情 報 サ ー ビス産 業 の動 向

序

情 報 サ ー ビス産 業分 野 の調 査 に関 して 高 い評 価 を 得 て い るア メ リカのINPUT社 で は、毎 年 ア

メ リカ にお け る情 報 サ ー ビス市場 の調 査 を 行 って い る。以 下 は、 同社 が 行 った 「1991年U.S.

InformationServiceIndustry」 を もとに取 りま とめた もの で あ る。

1.2.1ア メ リカの情 報 サ ー ビス産業

ア メ リカの 情 報 サ ー ビス産 業 は、1990年 に1 ,000億 ドル の規 模 に達 した。 図1-1に 示 す よ

うに、情 報 サ ー ビス産 業 の規 模 はユ ーザ の支 出額 で20億 ドル に過 ぎな か った1970年 に比 べ1990

年 に は50倍 に拡 大 した。

120

0

普
いド

レノ

80

40

0

197019801990

図1-1:ア メ リカの情 報 サ ー ビス産 業
1970～1990年

(出 所:INPUT)
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しか し、1989年 の900億 ドルか ら、1,000億 ドルへ と最 近 で は12%を 下 回 る穏 や か な伸 び を

示 す に留 ま って い る(図1-2)。 なお 、 図1--3で は、1990年 の サ ー ビス タイプ 別 に1990年

末 にお け るマ ー ケ ッ トの状 況 を 、ま た表1-1で は産 業 分 野 別で の 規模 を 示 した。

10
億

ド

ル

120

80

40

0
1989 成長率1990

図1-2:ア メ リカの情 報 サ ー ビス産 業

1990年

(出 所:INPUT)

ネットワークサービス

処理サービス

システムオペ レーシ ョン

システ ム

イ ンテグ レー シ ョン

プロフ ェッシ ョナル

サービス

図1-3

夕ー ンキーサー ビス

アプ リケー シ ョン

ソフ トウェア製品

システム
ソフ トウェア製品

:ア メ リカの情 報 サ ー ビス産 業

サ ー ビス タイ プ別 シ ェア

1990年

(出 所:INPUT)
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表1-1:ア メ リカの情 報 サ ー ビス産 業

産 業 別1990年

(出 所:INPUT)

・.

マ ー ケ ッ ト 1990マ ー ケ ッ トシ ェ ア(%)

産 業

銀 行 ・ 金 融 ll

単 品 製 造 業
- 'll

連 邦 政 府
、

8'

加 工 製 造'業 5

州 地 方 ・ 政 府 4

医 療 4

保 険 4

流 通 4

ビ ジ ネ ス サ ー ビ'ス 3

電 気 通 信 3

運 輸 2

そ の 他 産 業 7

産 業 共 通 '

会 計 ・ 金 融 3.

オ フ ィ ス シ ス テ ム 2

人 事 ・ 給 与 2

企 画 ・ 分 析 2

そ の 他 3

そ の 他

シ ス テ ム ソ フ トウ ェ ア 製 品 16

産 業 共 通 デ ー タ ベ ー ス 3

そ の 他 3

合 計 100
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図1-4:ア メ リカの情 報 サ ー ビス産 業

年 間 成長 率(出 所:INPUT)
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⊇
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修
16

/ぶ//∨灘

12

海外市場を含めた場合、 アメ リカにお ける情報サー ビス産 業は20%に 近 い成長率 を しめ して

い る。 アメ リカのベ ンダの多 くは、アメ リカ産業全体 の成長を超 える成長を示 してい る。 これ

は主 に、海外への販売、また特定業界 に絞 ったマー ケ ッ ト戦略を行 ってい るためであ る。海外

において は、インフ レ率 と強力な経済力 のため、業界の成長 レベルはさ らに高い ものにな って

いる。

サー ビスタイプ別 にみた場合、小規模 システ ムイ ンテ グレー ション、 システムオペ レー シ ョ

ンお よびネ ッ トワー ク ・サー ビスが他のサー ビスに比較 して成長が著 しく、ソフ トウ ェア製品

分野の成長は、業界平均 と同 じかやや上回 る程度で ある。

しか し,大 規模プ ロフ ェショナルサー ビスと処理 サー ビス分野 の成長 は、小規模 ター ンキー

・システム分野 と同様に業界平均を下回 っている。

1990年 には、アプ リケー ション ・ソフ トウェア製品に対す るユ ーザ支 出は、わずかに12%増

であ り、今後5年 間について も、15%程 度 の年間成長率が予想 されて る。 この伸 びは、最近5

年間の23%に 比較す ると相 当なダウ ンである。

1990年 の ター ンキー ・システムに対す る支出は、1989年 に比べ9%高 か ったが、今後1996年

まで は穏やかな成長率 を維持するだろ う。以前 に比べ、 ターンキー ・システムは落ち込んでい

るが、その主な原因は、ハ ー ドウェア価格の低下、 ター ンキ ー ・ベ ンダがアプ リケーシ ョン ・

ソフ トウェアのベ ンダ とな り、ハー ドウ ェア事業か らま った く手 を引いた ことなどがあげ られ
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る 。

1.2.2情 報サー ビス企業

情報サー ビス企業 は、全体 と して過去5年 間順調な伸 びを維持 してい る。1990年 には、全体

の収益 は1989年 の収益 レベルに比べ、16%を 超えた。 これ は図1-5に 示す通 り、1989年 に記

録 した成長率 と同 じであ り、過去3年 間の成長を多少下回 る。1990年 に最 も大 きく収益が伸 び

たのは、 システム ・ソフ トウェア、電子情報サ ービス、およびアプ リケーシ ョン ・ソフ トウ ェ

ア ・ベ ンダである。一方 、政府および商用専門サー ビスとVAR/タ ー ンキ ー ・システムベ ンダは

穏 やかで安定 した伸びを維持 している。過去数年 間、情報サー ビス全体 と しては収益の伸 びが

徐 々に低下 して きてお り、1990年 には6%に とどまった。純益成長率は、5年 連続で前年度を

下回 って いる。

1990年 には情報サー ビス ・ベ ンダ全体の利益率 は、1989年 の利益率 が、平均で7%を 多少上

回 っていたのに比べ、平均で6.8%に とどまった。

成
長
率

(パ
ー
セ
ン
ト
)

100

80

60

40

20

0

ネット収入

上

1986

叉
19871988 1989 1990

図1-5:公 共情 報 サ ー ビス ・ベ ンダ(出 所:INPUT)

表1-2に は、過去5年 間の各業界分野 と業界全体の収益 と純益 の成長率を示 している。 ま

た、表1-3で は、企業収益成長率 と、アメ リカの情報 サー ビス産業 におけ る企業 の各分野別

成長率 を示 している。一般的に、株式を公開 している大手サー ビス企業の世界 的収益成長率 は

、 アメ リカの情報 サー ビス産業の予想 され る成長率を上回 っている。
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表1-2:大 手情 報 サ ー ビス ・ベ ンダ

成 長率(パ ー セ ン ト)(出 所: INPUT)

売 上 純 益

1986 17 5

処理/ネ ッ トワーク1987 16 39

1988 17 4

サー ビス企業1989 15 22

1990 11 一8

1986 42 2

1987 32 45

電子情報サ ービス企業1988 30 一9

1989 21 99

1990 23 1255

1986 44 48

1987 57 67

システ ム ソ フ トウ ェア企業1988 46 56

1989 26 20

1990 25 19

1986 23 53

ア プ リケー シ ョ ン1987 30 一18

1988 19 69

ソフ トウェア企業1989 24 39

1990 21 一11

1986 10 376

VAR/タ ーンキー1987 16 44

1988 11 一29

システム企業1989 5 一72

1990' 11
一26

1986 16 38

政府関連プ ロフ ェシ ョナル1987 16 4

1988 10 37

サー ビス企業1989 9 一31

1990 10 36

1986 20 36

商用プ ロフ ェショナル1987 14 244

1988 16 62

サー ビス企業1989 13 一31

1990 14 109

1986 20 40

1987 23 38

情報サー ビス企業1988 20 18

1989 16 10

1990 16' 6
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表1-3:大 手情 報 サ ー ビス ・ベ ンダ

ー収 益 成 長率 と ア メ リカの マ ー ケ ッ トの成 長 率(パ ー セ ン ト)一

(出 所:INPUT)

サ ー ビス タ イプ 別 U.S.マ ーケッ}1990* 実質成長率粘

処 理/ネ ッ トワー クサ ー ビス企 業 8 11

電子情報 サービス企業 17 23

システ ム ・ソ フ トウ ェア企業 13 25

ア プ リケ ー シ ョン ソフ トウ ェア企 業 12 21

VAR/タ ー ンキ ー システ ム企 業 9 11

政府関連 アプ リケー ションサー ビス企業 5 10

商 用 アプ リケー シ ョンサ ー ビス企 業 11 14

情報 サー ビス企業計 12 16

*全 情報 サー ビス企業のア メ リカにおける成長率
口大手 サー ビス企業(株 式公開)の 世界規模での売上成長率

1.2.3情 報サー ビス産業の成長

以下 に今後、アメ リカの情報サ ービス産業の成長に影響 を及ぼす要因 につ いて概説す る。

1)経 済的影響

過去数年間のイ ンフ レ率 は、1980年 代 中頃に比べだいぶ穏やかにな っている。 しか し、低

いイ ンフレ率 は一方で は産業の低成長 を意味す るとも言 える。

1990年 後半に始 まった景気後退前の2、3年 間の経済成長 は、穏 やかであ ったが、産業全

体における拡張計画の延期 や中止 は、情報サー ビスへの支 出を抑制す る結果 とな っている。

情報処理分野の小型 コンピュータへの移行 は、現在の実行価格 に基づ くソフ トウェア製品へ

の投資を低下 させて いる。 ソフ トウェア製品の購入量を増加す るが、収益 レベルの増加 はよ

り低 い率 にな っている。1990年 は、経済全体ではほとん どあるいはま った く成長がな く、 イ

ンフレ上昇率は約5%だ ったが、情報 サー ビス産業の成長 は12%で あ った。 このよ うに、 ア

メ リカにおける情報サ ービス産業の冷 え込みは、今後以下 のよ うなプ ラス面、 マイナス面の

両方 に影響を与 える ことになろ う。

(プラス要因)

*ソ フ トウ ェアにつ いては、作成するよ り既製品を購入 しよ うとす る傾 向が特 に大規模 シス

テムにおいて顕著 にな る。

*組 織が 資本投 資を効果的に行い、直接人員 を削減で きるよ うにな るシステムオペ レー ショ
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ンへ の関心 が 高 ま る。

*ク ラ イア ン ト/サ ーバ ・ベ ー スの アプ リケ ー シ ョン ・ソ フ トウ ェア製 品を 活用 す る こ とに

よ る低 費用 ソ リュー シ ョ ンへ の関 心 が 高 ま る。

(マ イナス要因)

*逼 迫 した経済の影響 もあ って企業の意思決定 に時間が掛かるため、主要情報 システム ・プ

ロジェク トの延期が起 こる。

*情 報 システムの予算が逼迫 し、契約専門業者のサー ビスよ り社 内の情報 システム関連 スタ

ッフを優先 とす ることにより、業界の大勢 に否定的な影響を及 ぼす。

2)国 際 化

現 在 、 ヨー ロ ッパ で は、ECの 市 場 統 合計 画 によ る単 一 マ ー ケ ッ トへ 向 けて進 ん で い る。

当 初 の 目標 で あ る1992年 末 は間近 で あ り、様 々な変 革が な され っ っ あ る。 さ らに、 ヨー ロ ッ

パ 、 ア メ リカの両 マ ーケ ッ トと も、現 在 の経 済 状 況 はよ くな い が 、 ヨー ロ ッパ の マ ー ケ ッ ト

の方 が アメ リカの マ ーケ ッ トよ り強固 で あ る と言 え る。

こ う した状 況 に おい て、CSC(ComputerScienceCorporatin)とDEC(DigitEquipm-

entCorporation)等 大 手 サ ー ビスベ ンダ によ る ヨー ロ ッパ へ の投 資、 日本 のベ ンダ の ア メ

リカ情 報 サ ー ビス産 業 へ の進 出等 が 、今 後 、積 極 的 に展 開 され て い こ う。

これ によ り、大 規 模 ベ ンダ は、複 数 の マ ー ケ ッ トで 事業 の バ ラ ンス を取 り、 マ ー ケ ッ トの

景 気 後退 か らの影 響 を少 な くす る こ とが 可 能 とな る。

一方
、小 規 模 ベ ンダ に と って は、事 業 の拡 大 、 あ る いは新 た な ビジネ スの展 開が 困 難 とな

る恐 れが あ る。

3)大 規模ベ ンダの影響

最近の数年間、大規模情報 サー ビス ・ベ ンダの役割 は次第 に増大 している。

っ まり、新 しい システムイ ンテグ レーションや システムオペ レー ションの分野は、 プロフ

ェショナルサー ビスや処理サー ビスな どに比べ まだ規模 は小 さい とはいえ、急速に進展 して

お り、 この分野 において大手ベ ンダが支配的地位を 占めよ うとしている。図1-6は 、 マル

チ ・サー ビスあるいはフル ・サー ビス ・ベ ンダの最大手4社 のア メ リカにおける1989年 と19

90年 の情報サー ビスの収益を示 している。4社 と も、情報サー ビス収益を最低15%増 大 させ

業界全体の平均成長率を上回 っている。
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図1-6:主 要情 報 サ ー ビス ・ベ ンダ

1990年 の ア メ リカにお け る収益(出 所:INPUT)

特 に、IBMを は じめ、多 くの大規模サー ビス ・ベ ンダは、技術 、 ソフ トウェア製品の販

売 、マーケ ッ ト・シェアの拡大等 を図るため、大かれ少 なかれ投 資を行 っている。中で も、

ヨー ロッパのKienzleのDECの 投資、ASKComputerSystemへ のEDSの 投 資等 は、新

しい ビジネス戦略を図 る大規模ベ ンダの顕著な例である。 また、大手 ベ ンダによる吸収合併

も下火 にな って いる ものの行われて いる。 さ らにプロフェ ショナル と関連 した ビジネ ス ・コ

ンサルテ ィングの活用が増加 してお り、大規模情報サー ビス会社 および コンサルテ ィング会

社 は、新 たな ビジネ スチ ャンスの可能性 を得よ うと して いる。

一方、小規模の極めて専門化 したソフ トウェア製品あ るいはサー ビスを提供するベ ンダに

対す る機会 は消え ることはない ものの、その内容 は変化 しよ うと している。っま り、小規模

ベ ンダは、大規模 ベ ンダのサポー ト的な役割を持 ち、お互いに協 力関係 を持 とうとしてい る。

このたあ、技術および業種における専門化 は、今後さ らに重要 となる。

大規模ベ ンダは、 システ ムマネージメン ト的なサー ビスにおける リス クを解決で きる財政

力を持 ってい る。 また、小規模で専門化 した企業への投資によ って 、新技術の開発を行 うた

めの財政力があ る。一方、小規模企業にとっては、今後、業界 に生 き残 り、成功す るには、

大規模企業 との協力関係が必要 にな るだろう。

特 に、大規模ベ ンダは組織上新 技術の開発とか新たな ビジネ スの展開には柔軟性に欠 けて
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いる。そういった意味で 、技術の主導権 を握 る小規模ベ ンダに も機会が もた らされ るだろ う。

4)ア ウ トソーシング'(購 入 と作成)

アウ トソーシングにお ける主要 な傾 向を以下 に示す。・一

(1)シ ステムマネージメ ン トF

1990年 には、情報 システム全体 のマネージメン ト、また1ま少な くとも情報 システムの多

くの要素をアウ トソー シングす ることが、活発で あ った。.景気後退 は、む しろアウ トソー

シングを増加 させるイ ンパ ク トを与 え大規模企業の総括管理者 はアウ トソー シングへの関

心が増加 し続 けた。っ まり、財政的 リスクの多 く、そ して さ らに重要な ことは技術的 リス

クを専門家 に任せ られ ることが、総括管理者 にとって大 きな魅力 とな ったわけである。事

業の意志決定か ら 「ソ リューシ ョン」 としての情報技術部分を分離 で きることは、ます ま

す魅力的になるだろう。総括管理者 は、結果 と して事業への情報技術の効果を知 りたいの

で あり、あ る技術の長所短所 を聞 きたい とは思 っていない。プロ ジェク ト(シ ステムイン

テグ レー ション)ま たはオペ レー ション(シ ステ ムオペ レーシ ョン)の どち らかにお ける

リスクを解決で きるベ ンダのみが 、1990年 代 に成長す ることがで きよ う。

このたあ、その性格上 、アウ トソー シングサー ビスは、大規模ベ ンダに有利 に働 くこと

になろう。っ まり、大 きな リスクが含まれてい る場合、委託者 はその リス クに対 して責任

を取ることがで きる企業を選択す る。

今 日、急速 に進む情報技術の効率的活用 は企業の事業展開 に極 めて重要で ある。 システ

ムイ ンテグ レー ションベ ンダは、プロ ジェク ト開始時に、新技術に必要 な専 門知識のすべ

てを提供す ることがで きる。つま り、情報 システム ・スタ ッフが必要 な知識 と経験を獲得

す る間の内部 トレーニ ングにかか る時間の遅れ はない。

一方、 システムオペ レーシ ョンベ ンダは、最近の全ユ ーティ リテ ィ ・ベースのサー ビス

を予想可能な コス トで提供す ることがで きる。 したが って、情報 システム ・プログラム全

体 について知 らない ことはない。

(2)ソ リュー シ ョンの 購 入

ア プ リケー シ ョン ・ソ フ トウ ェア にお け る ア メ リカで の マ ー ケ ッ トは確立 して お り、 特

にパ ッケ ー ジ ・ソ フ トウ ェアの購 入 が 一 般化 して い る。 しか し、最 近 の ア メ リカ企 業 の経

営 方 針 の変化 や低 価 格で 高 性 能 な クラ イ ア ン ト/サ ーバ ・コ ン ピュー テ ィ ングが 利 用可 能

に な った ため 、 アプ リケー シ ョン ・ゾ リゴー シ ョン ・マ ー ケ ッ トに は、新 しい傾 向が 生 ま
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れている。

つま り、アメ リカにおける企業の事業経営の分散化 と、それ に対応 した企業人員の削減

は、事業単位(分 散)ア プ リケー ション ・システムに対す る新 たなニ ーズを生んで いる。

さ らに、購入者は情 報 システムの専門家で はな く、また、彼等 は部分的な変更を含む アウ

トソー シングの採 用に関心を持 っている。小規模事業単位が独立 したアプ リケーシ ョン ・

ソリュー ションを必 要 とす るのに呼応 して、そのニーズを支援 す るハ ー ドウ ェアが革新 し

て いる。つま り、 クライア ン ト/サ ーバ技術 は、手 頃な価格で 高性能 コンピューテ ィング

を提供する。

クライアン ト/サ ーバ ・ベ ースの ソフ トウ ェアでカス トマイズ した システ ムパ ッケー ジ

を提供できるベ ンダを見つけることが、分散化 した事業単位におけ るシステ ムイ ンテ グレ

ー ションの ソ リューシ ョンの価値を もた らす。

(3)ア プ リケーシ ョンの保守 とアプ リケーシ ョンマネー ジメ ン ト

システムマネー ジメ ン トを システム ・インチグレ一夕とシステ ムオペ レー ション企業 に

ア ウ トソー シングす る傾向に加え 、購入者は従来のプ ロフェショナルサー ビス ・ベ ンダ

とさ らに明確 な関係 を結 ぼ うともしている。一時的な人員派遣の契約の代わ りに、購入者 は

アプ リケー ション保守 やアプ リケー ションマネージメ ン トなどの サー ビスに対 し契約 を開

始 している。なお、 ここでの アプ リケーション保守 とは、既存 アプ リケーシ ョン ・システ

ムの24時 間サポー ト契約の ことを指す。 したがって、ベ ンダは設定 レベルのサー ビスを提

供 し、エ ン ド・ユーザと直接対話 を行 う。

一方
、アプ リケー ションマネー ジメ ン トとは、一連の アプ リケー シ ョンの開発、保守 を

マネー ジメン トす る契約であ る。ベ ンダは、 ソフ トウ ェアおよび専 門知識 とス タッフのす

べてを提供 し、 アプ リケー ションがある期間、問題 な く利用で きるよ うにす る。アプ リケ

ーシ ョン ・ソフ トウェア製品ベ ンダは、 クライア ン トに対 しアプ リケー ションベ ンダにな

ることがで き、あ るいは他のベ ンダにそれを行わせる こともで きる。

5)技 術基盤の変化

重要な新技術が1980年 代の終わ りに利用可能 になり、1990年 代 にはず みをつけている。 こ

の新技術の多 くは、基本的に根底 とな る技術基盤の変化 の ことであ る。つま り、ただ単 に新

しいだけでな く、技術の要素の多 くは、新 しい基盤への変化 なのであ る。

技術における変化の中核 的要素 は、以下の とお りである。 こうした技術基盤 はベ ンダに対
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して、新 しい ビジネスチ ャンスを生んだ。長期的には新 しいベ ンダの機 会を作 ることがで き

る。

これ らの新 しい技術 と基盤 はすべて 、業界や購入者 に混乱 を もた らす。混乱によって、購

入者、ベ ンダ両者 による決定 は遅 らされ る。戦略は見直 しを必要 と し、投 資計画 は変更 され 、

教育が必要 となる。

(1)標 準は、すべての主要 コンピュータ ・メーカとソフ トウェア製品開発業者にその戦略を

見直させ、製品開発計画を変更 させ る要因となる。新製 品は遅れ、 さらに最初の販売での

紹介 には時間がかかる。

(2)こ れか らは、 グラフ ィカルなプルダウン ・メニ ューとウィン ド形式 が備わ ったパ ーソナ

ル ・コンピュータのユ ーザ ・イ ンタフェーズだけが、ユーザに受 け入 れ られ るイ ンターフ

ェースになるだ ろう。1970年 ～80年 代のテキス ト・ベ ースのイ ンタフェースは、 もはや陳

腐化 した。主要 ソフ トウェア製品開発業者 は、製品 に対 するユーザ ・イ ンタフェースを作

成 し直 している。

(3)ア プ リケー シbン を クライア ン ト/サ ーバ ・ベースのイ ンス トレー ションに移 行す る際

の一般的用語であるダウ ンサイ ジングは、1990年 代初頭の最大現象 となるだろ う。 イ ンス

トレー ションが実際にダウンサイズされ るか どうか はともか く、新 しい処理段 階に移行 し、

これによって新 しい性質を帯 びるよ うになる。情報 システム機能 によ る内部 システムの再

構成 とザーバ ・ベースの アプ リケー ション製品購入への移 行が進行 している。影響 のすべ

てが認識 されてい るわ けで はない。その一つ として、プ ラ ッ トフ ォームのサ イズに応 じた

ソフ トウェア製品の価格づ けは、変化せざるを得ない。当然 、ある程度の混乱があ り、購

入決定に影響を与えて いる。

(4)PC、 ワークステー ション、およびLANの 使用が増加 しているため、大規模 、小規模

企業双方の情報ネ ッ トワークは統合す る方向に向か ってい る。今 日のネ ッ トワーキ ング製

品は、 これまで要望 されっっ も実現 しなか った分散 アプ リケー シ ョンを可能 に している。

(5)デ ータを保存 し情報 として扱 う方法 は、1970年 代初頭 におけ る最初の階層的DBMSの

作成以来、ほとん ど変わ らなか った。約15年 間、関心 は、デ ータベ ースの構築 に向かい、

新 しい タイプの構成要素 によるデー タベ ースの構築は考慮 されなか った。変化 は、 リレー

シ ョナルDBMSの 商業的使用で始 まったが、大企業の データベース ・アーキテ クチ ャの

大 きな再構成を引 き起 こすの は、分散DBMSで あ り、 さ らに重要なの はイメージ処理で

あ る。巨額の新たな投資が必要であ り、いずれ行われ る ことになろ う。

(6)CASE技 術 によ る本格的な ソフ トウ ェアの作成 と再作成の時代が始ま って いる。5年
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後 には、保守の方法 は決定的に変化 し、プ ログラマの生産性 において相互進 歩が達成 され

るだろ う。

技術基盤における変化には、プ ラスとマイナスの インパ ク トがある。

(プ ラスインパク ト)

*情 報 システムにおける ソ リュー ションの利用可能性

*既 存および新 しいベ ンダへの機 会が創出す る。

*ア プ リケー ションシステムは、それをサポー トす る企業の性質に合わせ ることがで きる。

(マイナスイ ンパ ク ト)

*す べての変化 は、短期的に混乱 と躊躇 を引 き起 こす。現在の技術変化の大 きさは、混 乱

を もた らし、1990年 代中頃にか けて投資を遅 らせるか もしれない。

*大 規模な中央集 中 システ ムを持つ企業で は、 クライア ン ト/サ ーバ技術へ の変更作業 の

大 きさの ため、再作成 と新 しい要求を満たすことの間で優先順位の競合が起 こる。

*現 在進行中の技術変化の程度が大 きいたあ、多 くの追加 トレーニ ングと教育が必要 とな

る。

*新 しい技術の理解 と学習の間 に成長 は低下す る。

6)変 化す る購入者

情報 サー ビスの購入決定者 は、1980年 代後半 まで比較的一定 していた。情報 システムの管

理者 や中核的スタ ッフ(シ ステ ム開発 とデータセンター経営管理者)が 、外注 に出す時期 と

取引先を決定 した。 こうした手法は、過去数年で大 きく変化 し、今後 さ らに変化す るだ ろ う。

情報 サー ビスベ ンダが全体的に長期 サー ビスまたは全体 的 ソ リュー シ ョンの提供へ移行す る

にっれ、企業 における トップの管理者が購入者になって きてお り、その影響 は大 きい。

*技 術の重要性 は減 り、 ビジネ ス上 または経営上の影響の方が重要 にな る。

*情 報 システム機能の影響 は、 さ らに コンサルタン ト的で間接 的になる。

*新 しい考えや方法を試す能力が増す。

*完 成 までの時間 は、開発す る情報 システムの能力で はな く、企業が割 くことがで きる

能力 に左右 され る。
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1.2.4今 後 の動 向

1990年 に始 ま った景気 後 退 は緩 やか で はあ るが 、 ほぼ1991年 を通 して 続 く。 これ に成 長 阻 害

要 因が 加 わ り、 ア メ リカの情 報 サ ー ビス産 業 は恐 ら く1993年 まで穏 やか で 限定 され た成 長 レベ

ル を続 け るだ ろ う。 図1-7は 、1991年 の予 測 で あ り、 図1-8は 、1991年 か ら1996年 まで の

5年 間 の予測 で あ る。

同 図 か ら も明 らか な よ うに1991年 の 成 長 は全 体 で約13%で あ り、 システ ムイ ンテ グ レー シ ョ

ン、 システ ムオペ レー シ ョ ン、 お よ びネ ッ トワー ク ・サ ー ビスは平 均 成 長 率 よ り高 い。 処理 サ

ー ビス、 プ ロ フ ェシ ョナ ルサ ー ビス、お よ び ター ンキ ー ・システ ム は 、業 界平 均 よ り低 い。 ソ

フ トウ ェア製 品 は 、平均 に近 い成 長率 で あ る。
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図1-7:ア メ リカの情報 サービス産業(出 所:INPUT)
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5年 間の平均成長率 は14%で あ るが 、1995年 と1996年 は これを多少上回 る ことになろ う。さ

らに重要 な ことは、図1-9に 示すよ うに、サー ビスタイム別の成長率 は、最低9%か ら最 高

18%(シ ステムイ ンテ グレー ション)ま での範囲 に留まることである。

一21一



処理サ ービス

ネ ッ トワークサ ー ビス

プ ロフェショナル

サー ビス

システム

イ ンテグ レー シ ョン

システムオペ レー シ ョン

システム ソフ トウ ェア

プロダ ク ト

ァプ リケー シ ョン

ソフ トウェアプ ロダ ク ト

夕ーンキーシステム

01020304050

10億 ドル

図1-9:ア メ リカの情 報 サ ー ビス産 業
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中で も1996年 まで に 、 システ ム とアプ リケ ー シ ョンの2っ の ソフ トウ ェア製 品 は 、 マ ー ケ ッ

トの最 大分野 とな り、両 方 で 、 マ ー ケ ッ トの約37%を 占 め る こ とに な ろ う。

次 に大 きい分 野 はプ ロフ ェシ ョナ ルサ ー ビスで あ り、大 き さで 処 理 サ ー ビスを超 え 、1996年

に は330億 ドル に達 す るだ ろ う。
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1.3ヨ ー ロ ッパ にお ける情 報 サ ー ビス産業 の動 向

序

情報 サ ー ビス産 業 分野 の調 査 に 関 して 高 い評 価を 得 て い る ア メ リカのINPUT社 で は 、毎

年 ヨー ロ ッパ にお け る情 報 サ ー ビス市場 の調査 を 行 って い る。以 下 は、 同 社が 行 った 「The

WesternEuropeanMarketforComputerSoftwareandServtces(1991～1996)」 を もと に取

りま とめ た もの で あ る。

1.3.1ヨ ーロッパにおける情報 サー ビス市場の概況

過去10余 年、 ヨーロ ッパの情報サー ビス産業は年平均20%と い う驚異的な成長を遂げて き

た。現在、景気後退の脅威 はある ものの、全てのサー ビス タイプにっいて飽和状態 にな った

とい う兆 しは見 られない。今後5年 間の予想では、1991年 に13%ま で落ち込んだ成長率 は年

平均15%の レベル にまで回復す ると見 られる。

その理由 として は、1992年 末のEC市 場統合に向 っての企業の吸収合併、 アウ トソー シン

グの進展、ダウ ンサイ シングのイ ンパ ク ト等があげ られ る。

企業 は業界でのよ り高 いポジシ ョンを得 るため、長期展望 に立 ってパ ー トナー選びに きわ

めて慎重であ る。今 日、情 報 システムの ソリューシ ョンは複雑を究 めてお り、そのためベ ン

ダの提携相手 として は多 くの分野の企業が候補 として挙げ られ、一部 には、大手顧客で さえ

もその対象 となるケースもある。合弁企業の設立、少数所 有権 、マーケテ ィングもしくは企

業関係契約、販売権、圧 力団体、規格協会、従来型OEM(相 手先 ブラ ン ド販売)、VAR

(付加価値販売業者)、 代理契約 一 この全てが新規顧客 を獲得 し、既存顧客を維持す る新

たな機会を創 りだ している。

ヨーロ ッパ諸国のほ とん どが、 「一時的なものとはいえ、景気 は後退 している」と感 じて

いる。顧客の財政が苦 しくな り、 コンサルテ ィング、教育 ・トレーニ ング、新 システム開発

といった戦略的な分野の予算 は縮小の傾 向が 目立 って きた。 しか し、一一方で、 これ は顧客が

コス トの固定 と管理のために外的資源の利用を再考 し始め るきっか けとなっている。つま り、

システムマネー ジメ ン トとシステ ムオペ レー ションセ クターのベ ンダにとっては好 ましい状

況 と言え よう。

情報 システムが ビジネスにおいて果 たす役割の重要性が重役会 レベルで認識 されるにっれ、

従来 は社内で賄 って いた機能を企業買収や外部調達で得 る方が得策 だ と考え始め る企業が増

えて きた。そ して、新たな足場への投資価値が認識され るにともな って、今度は小型化 とす

ぐに使 えるソフ トウ ェア ・サー ビス ・ソ リュー ションに対す る需要が増大 して きた。市場 の
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こ うい った変化 は、 ヨー ロ ッパ が 商 業 、技 術 の 両 分野 にお い て よ り多様 で安 価 な アプ リケ ー

シ ョ ンを可 能 に しよ うとオ ー プ ン ・システ ムの 規格 を広 く取 り入 れ始 め たのが 直接 の要 因 で

あ る。

世 界 もし くは ヨー ロ ッパ 全域 で ビ ジネ スを展 開 して い る大 手 ソフ トウ ェア ・サ ー ビス ・ベ

ンダ ーの収 入 と中小 ベ ンダ ーの収 入の 格 差 は広 が って い る。 ベ ンダ ーに と って 「超 一 流 」 の

仲 間 入 りをす るの は ます ます難 し くな って きた。 大 手機 器 ベ ンダー は、 そ の圧 倒 的 な規 模 と

ネ ッ トワ ー クの広 さを利 用 して情 報 サ ー ビス市場 に君 臨 して い る。 一 方 、 ヨー ロ ッパ 全 域 に

お け る ア メ リカの ベ ンダ ーの 浸 透 は根 強 く、 唯－CapGemimiSogetiが 「超 一 流 」 クラ スの

ベ ンダ ー と して 健 闘 した の を 除 けば 、 ヨー ロ ッパ の独 立 型情 報 サ ー ビス ・ベ ンダ ー は全 く歯

が立 た な いのが 現状 で あ る。

INPUTで は、1990年 の ヨー ロ ッパ の情 報 サ ー ビス市場 規 模 を680億 ドル と推 定 して い

る。 業 界 に は一 時 的 な景 気 後退 の危 惧 が あ るが 表1-4に 示 す よ うに、市 場 規 模 は1991年 の

770億 ドル(570億ECU)か ら1996年 に は、1,550億 ドル(1,130億ECU)に 拡大 す る と予

想 され る。 ヨー ロ ッパ各 国 で 予 測 され る イ ンフ レ率 を組 み 入 れ た複 合 年 間成 長 率(CAGR)

15%に 基 づ く もの で あ る。 なお 、 各 サ ー ビス別 の状 況 は図1-10に 示 す とお りで あ る。

表1-4:西 ヨー ロ ッパ の情 報 サ ー ビス産 業 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ドル

1991
1996

分 類 1991 年間平均成長率 1996

(%)

処理 サービス 9.4 7 13.3

ター ンキ ー システ ム 12.3 15 24.3

アプ リケ ー シ ョ ンソフ トウ ェア 9.0 18 20.8

システ ム ソ フ トウ ェア 12.6 11 21.5

プ ロ フ ェ シ ョナル サ ー ビス 24.7 16 51.9

ネ ッ トワー クサ ー ビス 4.7 20 11.6

システ ム オペ レー シ ョン 1.4 20 3.8

シス テ ムイ ンテ グ レー シ ョン 3.4 19 8.0

合 計 77.5 15 155.2
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システムイ ンテ グ レー シ ョン
システムオペ レー シ ョン

34億 ドル15着 意ドル

4%2%

ネ ッ トワークサ ー ビス

47億 ドル

6% プ ロ フェシ ョナル 『アプ リケ
ーシ ョン

ソフ トウェア製品 サー ビス

90億 ドル247億 ドル

120/。32%

94億 ドル

処理サ_ビ ス120/0

126億 ドル

123億 ドル16%

16% シス テムソフ トウ
ェア

ター ンキ ー システム 製 品

1991年 市 場:775億 ドル

システム オペ レーシ ョン

38億 ドルシステムイ ンテグ レー シ ョン

2%

ネ ッ トワー クサ_ビ ス80億 ドル

5%
116億 ドル

アプリー,,.一。。ン%519酬 レ 恕;　 レ
ソフ トウェア製品208億 ドル33%

133億 ドル

処理サービス ・215億ドル
243億 ドル14%

16%
システムソフ トウェア

製品ターンキーシステム

1996年 市 場:1,550億 ドル

図1-10:サ ー ビス タイ プ別西 ヨー ロ ッパ情 報 サ ー ビス産 業市 場

(出 所:INPUT)

130/。

9%
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1.3.2ヨ ー ロ ッパ 主要 国 に お ける情 報 サ ー ビス産 業 の動 向

ヨー ロ ッパ市 場 にお いて は 、 フ ラ ンスが 相 変わ らず圧 倒的 に 強 い。1991年 、 フ ラ ンス は西 ヨ

ー ロ ッパ 全体 の情 報 サ ー ビスへ の ユ ーザ 支 出総 額 の4分 の1を 占めた
。 図1-Ilに 市 場 規 模 に

お け る主 要4カ 国 で あ る フラ ンス、 ドイ ツ、 イギ リス、 イタ リアの 規 模 と成 長 率 を示 した。 な

お 、 この4カ 国で1991年 市 場 総 額 の約71%を 占あて い る。

4カ 国 の成 長率 は一見 ほ とん ど差 が な いが 、 サ ー ビス内容 にっ いて は国 に よ って か な り異 な

る。例 え ば、 フラ ンスの場 合 、プ ロフ ェ シ ョナ ル ・サ ー ビスが情 報 サ ー ビス市 場 の40%近 くを

占め て い るの に対 し、パ ッケ ー ジ化 アプ リケー シ ョ ン ・ソ リュー シ ョ ン(タ ー ンキ ー ・システ

ム とア プ リケー シ ョン ・ソフ トウ ェア製 品)は わ ず か23%で あ る。 ドイ ツは この逆 で 、パ ッケ

ー ジ化 ソ リュー シ ョンが ドイ ツ市場 の35%を 占めて い るの に対 し
、プ ロ フ ェ シ ョナ ル ・サ ー ビ

スは わず か22%で あ る。 これ は ドイ ツの 企 業 の多 くが 完成 品 と して ソ リュー シ ョ ンを購 入 す る

か 、 あ る い は 自社 開 発か の いず れ かを 選 ぶ こ とが 多 いか らで あ る。

フ ラ ンス市場 の 規 模 は ヨー ロ ッパ最 大 で あ る。 そ の た め 、 フ ラ ンスの ベ ンダ は他 の ヨー ロ ッ

パ諸 国 のベ ンダ ーの 中で群 れ を抜 いて 強 力 で あ り、 ア メ リカの ベ ンダ と シ ェア争 い で張 り合 っ

て い る。 ちな み に上 位30社 の うち8社 が フ ラ ンス、11社 が ア メ リカの ベ ンダで あ る。

一 方
、 同図 の うちその他 諸 国 に もあ る よ うに西 ヨー ロ ッパ の情 報 サ ー ビ ス市 場 の うち 、 ス カ

ンジナ ビア4カ 国 は1991年 総 額 の約10%を 占め たが 、 成 長率 は最 も低 い。成 長 率 が 低 か ったの

は 、 この4カ 国で は処理 サ ー ビスの比 率 が 高 いか らで あ る。

オ ラ ンダ、 ベ ルギ ー、 ル クセ ンブ ル グの ベ ネ ル クス3カ 国 は西 ヨー ロ ッパ総 額 の8%だ った

が 、1991年 か ら1996年 まで の成 長率 予 想 は15%と 高 率 とな って い る。

そ の他 諸 国 の成 長 率予想 は 、 スペ イ ンの18%が 最 高 で あ る。 この残 り6カ 国 の成 長 率 予想 は

16%で 、 西 ヨー ロ ッパ市場 全 体 の それ よ りや や 高率 と な って い る。
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図1-11:ヨ ー ロ ッパ にお け る情 報 サ ー ビス産 業 市 場(出 所:INPUT)

1.3.3情 報 サー ビス産業におけるサー ビスタイプ別の動向

D処 理 サー ビス

情報 サー ビス市場 の中で、処理サー ビスは引 き続 く景気 の後退か ら受 けた影響が最 も少な

か った。確 かに、 中小企業の倒産で顧客ベ ースが縮小するベ ンダが多 くみ られた。 しか し、

企業が情報 サー ビスに関する支出に対 して新 たな コス ト削減を図るため外注す るケースが増

えたため、企業倒産 の痛手の大部分 は相殺 された。

専 門的 なアプ リケー シ ョン分野 は成長を続けてお り、ベ ンダに重要 な機会を提供 している。

この分野の年平均成 長率 は7%の 見込みで、 これ に基づ くと西 ヨー ロ ッパでの市場規模 は

1996年 には130億 ドル(97億ECU)に 達 する見込みで ある(表1-5) 。処理サ ー ビスの

ベ ンダが得 られ る機会 と しては、主要な ものと して給与や ク レジッ ト・カー ドの演算処理 な

どの ク リテ ィカル アプ リケーシ ョン技術の開発、災害復 旧サポー トなどの専門サー ビスの提

供が挙 げ られ る。
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表1-5処 理サ ービス市場の動向

(出所:INPUT)

単 位:10億 ドル

分 類 1991

1991

1996

年 間平均 成 長率
(%)

1996

トラ ンザ クション処理

ユーティ リテ ィ処理

その他処理

8.4

0.3

0.7

7

4

11

11.8

0.3

1.2

合 計 9.4 7 13.3

1980年 代、情報サー ビス産業全体 の平均年間成 長率 は25%で あ ったの に対 し、処理サー ビ

スはわずか11%に 留まった。 このよ うに成長率は低調であ ったが、処理 サービスは コンピュ

ー タ技術の本質 的な部分を受 け持つ ビジネス分野であ るところか ら、今後5年 間は大 きな成

長を遂げると予想 される。

ヨーロ ッパの大部分を覆 う景気後退で、企業倒産が 目立 ち始めた。中小企業の倒産で、多

くの処理サー ビスのベ ンダが次 々と顧客を失 っている。 しか し、その一方で、景気後退を き

っかけと して財政を見直 した企業が社 内資源を利 用するよりも外部 にサ ー ビスを委託 した方

が経 費を節減で きることに気付 き始め、全体的 に外部の情報 サー ビスを得 よ うす る傾 向が高

まって きた。まだ社外の処理サー ビスを利用 して いない企業 も、その経 費節減の効用に真剣

に耳を傾 けるところが増えてい る。

ビジネス環境 と技術環境 は、処理 サー ビスが安価 な ミニ コンピュータやパー ソナル コ ンピ

ュータに押されて苦 しんでいた1980年 代初期か ら大 きく様変わ りを した。80年 代 には純粋な

コンピュータ専門技術 を提供す る能力が重視 さていたが、90年 代初期 の今 日、現在 オペ レー

シ ョン中の アプ リケーションへ と重点が移行 して きた。その結果、給与演算処理な どの専門

分野の知識 と経験 を築いて きたベ ンダは、専門アプ リケー ションの トラ ンザ クション処理 サ

ー ビスに対す る堅調 な需要 に支え られて成功を遂 げた。逆に、基本的な処理機能 を提供す る

に留 まる公益処理ベ ンダは衰退 した。災害復 旧サー ビスなどの スペ シャ リス ト分野 も今後非

常 に有望である。

処理 サービスのベ ンダが外注 の増加傾向にの って ビジネスを拡大す るには、二つの方法が

あ る。まず、 自社 のアプ リケー シ ョン技術を引 き続 き高めてい くことによ ってアプ リケー シ
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ヨンを ベ ース とす るサ ー ビスの開 発 ・サ ポー ト体 制 を強 化 す る方 法 。 も う一 つ は 、 自社 の経

験 と知 識 をて こ に して 関連 市場 に進 出す る方 法 で あ る。 具 体 的 に は、 この分野 の ベ ンダの コ

ンピュー タ技 術 はプ ロ フ ェシ ョナル サ ー ビスの 基礎 とな り得 る し、 また処 理 セ ン ターで オ ペ

レー シ ョンを 行 って い る アプ リケー シ ョ ンを ソフ トウ ェア 化 して販 売 した り、 マ ネ ー ジ メ ン

ト技 術 を システ ムオ ペ レー シ ョン分野 の サ ー ビスに応 用 す る こ と も可能 で あ る。

2)タ ー ンキー システム

INPUTで は、アプ リケーシ ョン ・ソ リュー ション市場 をアプ リケー ションソフ トウェ

ア製品とター ンキー システムの2っ の主要 セクターで構成 され ると して いる。 この うち、 タ

ーンキー システムは 「機 器プラ ッ トフォームとアプ リケー シ ョンソフ トウ
ェア製品にユーザ

ニーズに合わせ た修正を加え、導入 に伴 うサポー トに要す るプロフェショナルサー ビスを組

み合わせた統合的 システム」 と定義 している。表1-6と 表1-7に 、西 ヨーロ ッパにおけ

るこれ ら二種の予想を示す。

ユーザは、ユ ーザ専用 に開発されたカス トマーアプ リケー ションか ら、標準パ ッケー ジ化

ソ リュー シ ョンの方 向に向か って いる。その主 な理 由を下記 に示す。

*リ スクの削減。 カス トマーアプ リケー ションの開発 は、必要 とされ るコス トと時間の観点

か らす ると リスクを ともな う作業である。既存の、で きれば過去 の実績 によって有効性が

実証 された製品を使用す ることによって、過大な コス トと時間を費やす リスクを削減で き

る。

*標 準 アプ リケー シ ョン ・ソ リュー ションの価格は、全 く新 しい コス トを開発するよ りも安

価であ る。

*標 準 アプ リケー ションの実現に要す る時間 は、オペ レー シ ョンシステムの実現 に要す る時

間よりもかな り少な くて済む。

*顧 客のニーズに合 った標準パ ッケージ ・ソ リューシ ョンが得やす くな り、利用す る企業が

増えて きた。過去 には多数のユ ーザーが 自前 の システムの開発を余儀 な くされていたが、

現在は選択の幅が広 が って きて いる。 この選択の幅 は、 アプ リケー ションパ ッケージの統

合技術の進歩によ りさ らに拡大 している。

表3-3に 西 ヨー ロッパの ターンキー ・システムの市場分析 と予想を示 した。新 しい機 器

プ ラ ッ トフォームの コス ト/性 能比率が向上 して きて いるため、全体 にター ンキーシステム

における機器の割合が減少す ると考え られ る。特 に、 ワークステー ションやPCの 能力 の向

上 により、 この市場 セクターの年間成長率 は全市場セ クター中最高の27%が 予想 さている。
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逆 に、メー ンフレーム市場 はター ンキーセ クターで はさほど重要視 さてお らず 、機器プ ラッ

トフ ォームの小型化により機器の中で は最 も低い成長率 となると考え られ る。

表1-6タ ー ンキ ー シス テ ム市 場 の動 向

(出 所:INPUT)

単位:10億 ドル

1991
1996

分 類 1991 年間平均成長率 1996
(%)

装 置 6.3 ll 10.5

ア プ リケ ー シ ョンソ フ トウ ェア 2.5 19 6.1

システ ム ソフ トウ ェア 0.3 12 0.6

プ ロ フ ェ ッ シ ョナル サ ー ビス 3.2 18 7.1

合 計 12.3 15 24.3

ター ンキー システム市場 において、UNIXの 影響が大 きい。 ミニ コンピュー タ市場がI

BMAS/400の 事実上の規格を巡 ってデ ジタルVMSとUNIXと に分極化 してお り、後

者 が装置ベ ンダーにとっての実質的な必要条件 となった。設備 の高度化 とオープ ンシステム

の コンセプ トの導入 により、ユーザ間のUNIX人 気 は一段 と高まっている。UNIXベ ー

スのアプ リケー ションが増えた ことも、 この傾 向を強める結果 となっている。

表3-3に 示すよ うに、 ターンキー システムのカス トマイゼー ション要素 は増大する と予

想 さている。 これ は、標準 アプ リケー シ ョン製品で ありなが ら、納入前に顧客固有のニーズ

に合 うように手を加えるケースが増 えて いるか らである。また、ユーザ環境 において システ

ムを うま く作動 させるためには不可欠 の コンサルテ ィングや教育 ・トレーニ ングといった追

加のプ ロフェシ ョナル ・サー ビスに対す る需要 も増えて くると予想 されてい る。

ヨーロッパの国別市場では、 ドイ ツが最大規模(全 体の30%)で 、二番手 はイギ リス(全

体の22%)で ある。サー ビスタイプの うち ター ンキー システムの人気 は国によ って異な り、

特 にイ タリアではカス タムソ リューシ ョンが好 まれているのが注 目され る。ただ し、各国の

傾向 は、100%カ スタム仕様 の システ ムの コス トが高 くなれば自ず と変化 して くるはずであ

る。ユーザ にとって、標準 アプ リケーシ ョン製品 カス トマイズ した上での導入 は魅 力的 な選

択 となろ う。
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3)ア プ リケー シ ョンソフ トウェア製品

アプ リケー ションソフ トウェア製品市場の年 間平均成長率 は、1991年 か ら1996年 にかけて

18%の 見込みであ る。表1-7に 装置プラ ッ トフォームの種類別アプ リケー ションソフ トウ

ェア製品市場の分析を示 した。 この分析 によると、市場規模 と成長率のいずれの比較におい

て も小型 システ ムが圧倒的に有利である。 この予想 は、(1)ユーザは3090よ りもAS400と い

うよ うに小型 システムを好む傾向にあ り、メーカに対 して小型化努力を期待 してい ること、

および(2)処理 システムが分散型 に移行す る傾向が続 いていること、を踏 まえた結果 である。

コス トの上昇 、優秀 なプ ログラマーの不足、 アプ リケー ション実現の迅速化への要望 の高 ま

りにより、贅沢 なカスタム仕様 のアプ リケーシ ョンソフ トウェアも市場製品を選ぶ方が賢明

とみな され るようになって きた。小型 システムの低 コス ト化 もこの傾向に拍車を掛 けてい

る。

成 長率予想 は機器プラ ッ トフ ォームの種類により異 な って いる。その要因を以下 に示す。

*ミ ニ コンピュー タの成長 の最大の要因 は、アプ リケー ションソフ トウェア製品の急成長で

ある。

*最 近、オープ ンシステム規格に向か う動 きが、 ミニ コンピュータとワークステー シ ョン/

PCプ ラ ッ トフォーム用 アプ リケー ションソフ トウ ェア製品の開発環境を安定 させている。

*グ ラフィック機 器のエ ン ドユ ーザイ ンターフ ェースが多用 され るようにな り
、パ ワフル

な低 コス トシステム用の アプ リケー ションソフ トウェア製品がます ます有望視 されてい る。

小型 システムを 目指す活発 な動 きは、機器プラ ッ トフ ォームの主要3ク ラスの間で価格 と

性能のバ ランスが大 き く崩れた ことが直接の原因である。多 くのベ ンダにとって、数種類の

プラ ッ トフォーム全部 に使え るアプ リケー ション製品を提供す ることは魅力的で、 しか も達

成可能な 目標 になろ うと している。

表1-7:ア プ リケー シ ョ ンソフ トウ ェア市場 の動 向(出 所:INPUT)

単 位:10億 ドル

分 類 1991

1991
1996

年間平均成長率
(%)

1996

メイ ンフ レー ム

ミニ コ ン ピュー タ

ワー ク ステ ー シ ョ ンとPC

1.0

2.9

5.1

3

14

23

1.2

5.6

14.1

合 計 9.0 18 20.8
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これに関連 した ヨーロッパの動 向と しては、特 に、カーネル ソフ トウェアの利用が増 えて

きた ことが挙げ られ る。カーネル ソフ トウェアとは、様 々なバー ジョンのアプ リケーシ ョン

を作 る ことを可能にす る再使用可能 ソフ トウェアモ ジュールで、環境が異なる複数の国や異

業種 を対象に作成することがで きる。国 毎に異 なる環境に対応 して一つずつアプ リケー ショ

ンソフ トウェアを開発す るのに比較 して、大幅な コス ト低減 となる。

国別市場 と してはヨーロ ッパ最大の市場 はフランスで、 アプ リケー ションソフ トウェア製

品市場 全体の約4分 の1を 占め る。二番手 はイギ リスで、全体の5分 の1。 ドイツは国の経

済規模 に して はシェアが少 な く、17%に 留 まって いる。 これ は、 ドイツのユ ーザが アプ リケ

ー ションソ リューシ ョンとして ター ンキー システムを好む ことが大 きく影響 してい る。今後

5年 間 に、アプ リケー ションソフ トウェア製品において最 も大 きな成長を予想 されているの

は、イ タリア とスペイ ンであ る。

アプ リケーシ ョンソフ トウェア製品セ クターの成長の要因 はい くっかあるが、中で も自社

開発や カスタム開発の アプ リケー シ ョンか らの切 り替えが大 きい。つ まり、 コンピュータ産

業や国家経済の成長率 に左右 されないのであ る。 この逆が システムソフ トウェア製 品セ クタ

ーで、 これ らの成長率 に大 きく影響 され る。

高度成長の10年 間が過 ぎ、 システムソフ トウ ェア製品 セクターは コンピュータ機器市場 の

停滞に ともな って不調 とな って きた。 この主 因は小型化 の波であ る。ユーザは大型機器の コ

ンフィギ ュレーシ ョンを嫌 って、低 コス トの ミニ コンピュータや ワー クステー ションプラ ッ

トフ ォームを選ぶよ うにな った。UNIXベ ースのオ ープ ンシステムソフ トウェアは7億 ド

ル(6億ECU)(1991年)か ら28億 ドル(21億ECU)(1996年)に 伸 びると予想 されて

い る。 この間の平均成長率 は、32%で あ る。

コンピュータ市場の競争激化を受 けて機器ベ ンダによ るソフ トウェア製 品の一括販売が増

え、その影響で、今後、 システムソフ トウ ェア製品市場の成長が鈍化す るとみ られている。

今後5年 間の平均年 間成長率 は、わずか11%で あろ う。 ただ し、数字は低率だが、1996年 の

市場規模 は210億 ドルを上回 ることになろ う。

システムソフ トウェア製品セ クター(コ ンピュータハー ドウ ェアのオペ レーシ ョン開発環

境全般)と アプ リケーシ ョンソフ トウェア製品セ クターは、いずれ も過去10年 間に大 きな成

長を遂げてきた。1979年 には10億 ドルに満 たなか った売上高は、1989年 には180億 ドルを超

えるまでにな り、10年 間の年間平均成長率 は30%を 上回 った。表1-8に 示すよ うに、5年

間の成長率予想 は、 これ よ りもかな り低い レベ ルとな って いる。

システムソフ トウ ェア製 品市場 に潜在す るマイナス要 因は、複数の規格の存在であ る。規
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格が機能 するよ りも先に製品が売 り出され るので、ユーザが混乱 して いる。 これが、逆に製

品がベ ンダとユーザの両方 に受け入れ られるのを遅 らせ る原因 とな って いる。 しか し、オー

プ ンシステムの規格、特 にUNIXは 、市場 に多大な影響を与えてお り、他の システム ソ

フ トウェア製品を食 う形で急成長を続 けている。

表1-8:シ ステ ム ソ フ トウ ェア市 場 の 動 向

(出 所: INPUT)

単 位:10億 ドル

分 類 1991

1991
1996

年 間平 均 成 長 率

(%)

1996

メ イ ンフ レー ム

ミニ コ ンピュ ー タ

ワ ー クス テ ー シ ョンとPC

6.2

3.9

2.5

4

13

23

7.4

7.1

7.0

合 計 12.6 11 21.5

4)プ ロフェショナルサ ー ビス

プ ロフェショナルサ ービス市場 は、 ヨーロッパの情報 サービス ビジネス最大のセクターで

あ る。1991年 の総額 は250億 ドルで、西 ヨーロ ッパ市場全体の30%以 上を 占め、アプ リケー

シ ョンソフ トウェア製品 とシステム ソフ トウ ェア製品の合計額 を約30億 ドルを も上回 った。

ヨー ロッパのプ ロフェシ ョナルサー ビス市場 は細か く分割 されて いる。CapGeminiSogeti

は この度市場の トップに立つたが 、それで もシェアは5%に 満 たない。買収や提携の件数 は

多いが、 ヨー ロッパ全域で ビジネスを展開す る企業はほんの数社 に限 られ、それ もフラ ンス

かアメ リカの企業がほ とん どである。留 まることのない市場の成長 と不景気 によるユーザ ー

支 出の停滞で競争が激化 し、古参企業 も新参企業 もこぞ って新 しい形の ビジネス戦略を取 り

始めた。戦 略を タイプ分 けすると以下のよ うになる。

*ソ フ トウェアの新技術、規格、手続 き等を他社に先駆けて採用す ることによって、生産性

の向上 を図 る。

*既 存 の顧客に提供す るサー ビス内容を拡大 して増収を図 る。

*よ り長期の関係を得 られ るような新サ ービスを開発 し、企業 の取締役会や意思決定者への

ア クセスを確保 して新規顧客の獲得を狙 う。
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1990年 ～1991年 にかけての西 ヨーロ ッパのプロフェショナルサー ビス市場の成長率の予想

は14%程 度である。1991年 ～1996年 にっいては、ユーザ支出額 に して250億 ドル(180億EC

U)(1991年)か ら520億 ドル(400億 ドル)(1996年)へ 、すなわ ち年間平均16%の ペ ース

で成長す るとみ られてい る。

この市場で活躍す るサー ビス企業は多種多様であ る。各産業市場の隙間を狙 った ソフ トウ

ェアソ リュー ション開発を専門 とする本来のベ ンダに とって、最大 の脅威 は大手 コンサ ルタ

ン ト業者や国際機器ベ ンダの子会社で ある。

プロフェショナルサ ー ビス市場 は、 これまで、常 に、その大部 分が個 々の顧客のニ ーズに

合わせたソフ トウェアソ リュー ションの開発業務で 占め られていた。景気後退で特 に打撃が

大 きか った分野は2種 類、す なわ ち実質的な ソフ トウェア業務(仕 様作成、プログラム作成、

試験、イ ンス トレー ション各作業)に 先行す る業務 とその後の業務で ある。前者 は顧客が様

々な選択肢 を評価 し、選択する際の初期 コンサルテ ィングサー ビス。後者はプロジェク ト成

功 には不可欠のマネージ ャ、ユ ーザ、情報 システム関連 スタッフに対す る教育 ・トレーニ ン

グである。いずれの分野 も、今回の予想 は前回の レベルを大 き く下 回る結果 となっている。

ヨーロッパのプ ロフ ェショナルサー ビス市場で はフランスが飛 び抜 けて大 きく、 ドイツ と

イギ リスを合わせた規模 にほぼ匹敵す る。 ヨー ロッパの大手ベ ンダは、CapGeminiSogeti

を筆頭 としてほとん どが フランス国籍である。

生産性 と品質の向上 を迫 られ るベ ンダは、 ソフ トウ ェアの最新 ツール と手法を包括す る技

術戦略、すなわち リレニ ショナル ・デー タベ ース、4GL、CASEツ ール、プ ロジェク ト

管理プ ロシジャな どを大急 ぎで取 り入れた。顧客は予算を縮小 し、市場で は競合企業がひ き

しめ合 う中で、ベ ンダは これまで以上 にコス ト効力を気 にす るようにな った。彼 らは新規顧

客 を獲得で き、同時 に利益 率を も向上で きるよ うな ソフ トウ ェアの新技術 を模探 してい

る。

ソフ トウェア ・メンテナ ンス。 これ はすで に使用 されてい るソフ トウェアを改訂 した り修

理 したりす る業務であるが、大抵 のプロフェショナルサー ビスベ ンダーに とって は非常 に目

立 たない分野である。 しか し、企業 の情報 システム部 門はその予算の50～80%を ソフ トウ ェ

アのメ ンテナンスに費や して いることが判明 してい る。多 くのプロフ ェシ ョナルサー ビスベ

ンダーは新規開発 プロジェク トとい う魅力的な分野を主部門 と して いるが、新規プ ロジェク

トを巡 る競争激化を拝啓に、 ソフ トウ ェアメンテナ ンス とい う未 開拓分野に 目を向 けるとこ

ろが徐 々に増えてきた。

ビジネスの成功 と情報 システム投資の関係は、まだ はっきりしない。 しか し、 「多 くの企
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業 にとっては情報 システ ム戦略 と ビジネス戦 略を密接に連携 させなが ら展開 してい くことが

不可欠」 という認識が着実 に定着 しっっあ ることは疑問の余地がない。現時点で、情報 シス

テムとビジネ スとい う異種戦略のギ ャップを埋めることがで き、かっ いずれの分野につ いて

も専門的 なア ドバ イスを提供で きるプ ロフェショナルサー ビスベ ンダは、 ヨー ロッパの企業

上層部への売 り込みにおいて極めて有利である。

表1-9:プ ロ フ ェシ ョナルサ ー ビス市場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ドル

分 類 1991

1991

正996

年 間平 均 成 長率

(%)

1996

コ ンサ ル テ ィ ング

教 育 ・訓練

ソフ トウ ェア開 発

3.3

2.6

18.8

17

14

16

7.1

5.1

39.7

合 計 24.7 16 51.9

5)ネ ッ トワークサー ビス

ネ ッ トワークサービスは、急成長のチ ャンスを必 めているが、全国的、国 際的スケールの

ベ ンダが この 自由化 されたばか りの市場 に殺到 してきたために、混乱状態 になりつつ ある。

同時 に、 ビジネス環境 はます ます競争が激化 しており、戦略的 ビジネスツール として電子イ

ンテ リジェンスネ ッ トワークを実現で きるかが生 き残 りの決め手 とな りっっあ る。 これ らの

要因 によ り市場は年 間20%前 後の急成長が確実視 されてお り、1996年 には12億 ドル近い規模

に達す る見通 しとなっている。

ネ ッ トワークサー ビス市場 の分析においては、基本的にネ ッ トワークサー ビスをネ ッ トワ

ー クアプ リケー ションと電子情報サー ビスとい う二つの主要 サブセ クターで構成 される とし

ている。

電子情報サー ビス(EI)は オ ンライ ンデータベースとニ ュースサー ビスである。ネ ッ ト

ワークアプ リケー ションは下記 のサー ビスで構成 され る。

*VAN

*EDI
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*電 子 メール

*ネ ットワークマネー ジメ ン トサー ビスや ビデオテ ックスサー ビスなど、その他の ネ ッ トワ

ー クサー ビス

表1-10に ヨーロ ッパの ネ ッ トワー クサービスセ クターに関す る予想を示 した。 この市場

はかねてか ら予想 さていた コンピュー タと通信技術の融 合の結果生まれて きた分野 である。

周辺市場 との決定 的な違いは、データ伝送 にはネ ッ トワー クが不可欠、という点であ る。

ヨーロ ッパ各国で電気通信 の 自由化が急速 に進展す る過程で 、新たなネ ッ トワークサー ビ

スが数多 く誕生 した。 しか し、ネ ッ トワー ク技術開発の達成 レベルと自由化の進展 との兼ね

合いは理想的 とはいえず、市場環境 はユ ーザ とベ ンダのいずれに とって も混沌 と混乱を内抱

す る。

ネ ットワークサー ビス分野の成長の主 な要因は、ユーザ企業が活動す る経済環境の競争激

化であ り、 これを背景 に電子 イ ンテ リジェンス ・ネ ッ トワー クが戦略 ツール と して注 目を集

めている。また、通信機能を持 つ高性能パ ソコンの品揃えが豊富 になった こと、専有提供に

代わ るもの としてオープ ンシステム規格が受 け入れ られ るようにな った こと等がネ ッ トワー

クサービスへの関心 とその利用を増大 させ る要因 とな って いる。

ネ ットワークアプ リケー シ ョンセ クターの主要業務 分野 はVANと 電子 メールで、VAN

はこの市場 の約50%、 電子 メールは約30%を 占める。今後5年 間に年平均40%を 超え る成長

が見込まれ ている。海外の現地法人、サプライヤ、顧客 との通信 は構内網で は十分 に処理で

きないたあ、迅速、効率的、確実 、安全な外部ベ ンダが提供す るネ ッ トワー クサー ビスを利

用す る企業が増え るとみ られ る。

表1-10:ネ ッ トワー クサ ー ビス市 場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ドル

分 類 1991

1991
1996

年 間平均成長率
(%)

1996

電 子 情報 サ ー ビス

ネ ッ トワー クア プ リケー シ ョン

3.3

1.4

13

31

6.3

5.3

合 計 4.7 20 11.6
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6)シ ステムオペ レー ション

システ ムオペ レー ションサー ビスの利用が急速に伸び始 めたために、情 報サー ビス産業の

ひ とっのセ クターとして ここで は取 り上げている。 このセ クターは、それ まで処理 とプロフ

ェショナル産業 に含まれて、それぞれの運用業務 という形で定義 されて いたが、 「ホス トシ

ステムの所有」 とい う曖昧な判断基準を捨て、 「パ ッケー ジと して引 き渡 され るサー ビス」

とい う側面を重視 して新たなセ クター として分離 さた。 システムオペ レー ションは下記の2

サブセクターに分類 され る。

*プ ラ ッ トフォーム運用。顧客か ら任意の コンピュータおよびネ ッ トワー クコ ンフィギ ュレ

ー ションに応 じた レベルのサー ビスを契約 によって請け負 う
。

*ア プ リケー ションオペ レー ション。ユーザのための アプ リケーシ ョン開発および/ま たは

メ ンテ ナンスサー ビスを、プラ ッ トフォームサー ビスと並行 して、あるいは代替 として広

範 なサー ビスを提供す る。

ヨーロ ッパの システムオペ レー ションは年 間20%で 拡大 してお り、1996年 には38億 ドルに

達す ると予想 されている。現在、 このセ クターの各国市場 はその国の企業で 占め られ る傾 向

が強 いが、 ヨーロ ッパ全域をカバ ーす る能力のある企業が少 しずつ出始 めて いる。下記に汎

ヨーロ ッパ企業を示す。

*CGSとDebisSystemhaus。 それぞれイギ リスと ドイツの最大手である。

*EDS。 フランス最大手のGFIを 現地法人 と して抱 えるSD-Sciconを 買収 した。

ヨーロ ッパ全域で現在結ばれてい るシステムオペ レーションの契約件数 は約450で あ る。

なお、年 間契約金額 は、平均約300万 ドルである。

ヨーロ ッパ における システムオペ レー ションの主なユーザ産業 は、加工製造、各 国政府 、

個別製造 、地方 自治政府である。 これ ら4ユ ーザ産業の支 出額合計 は、 システ ムオペ レーシ

ョンにおけるユーザ支出の75%近 くを占め る。 いずれの産業 も1989年 か ら1990年 にかけて シ

ェアを1%ず つ伸 ば し、 このために流通 と保健の シェアが減少 した。

1990年 代初期、 システムオペ レー ションベ ンダはこの分野で重要 な革新を遂げよ うとす る

企業を対象 に新たな好機 を掴んで躍進す るとみ られ、ユーザの例 と しては、経営革新を行い

たい と願 う企業や、乏 しい管理資源 を中核事業 に集中させ る ことを 目指 し、その手段 と して

情報 システム機能を外部 サー ビスか ら得 ることによって コス ト削減 な どの効果を狙 う企業が

挙げ られ る。

ヨー ロッパ全域で ビジネスを展 開するEDS、IBM、Digital(潜 在能力 として)は 別

に して、大多数 のベ ンダは自国の市場で 自国の企業をライバル と して競争 してい る。 しか し、
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ビジネスの対 象が国内か国際かを問わず、 これ ら全てのベ ンダが開拓可能 な潜在市場 は現時

点で実現 している市場よ りもはるかに大 きい。 システムオペ レー ションベ ンダに とっての最

大の ライバルは、社内情報 システム ソ リュー ションである。 システムオペ レーシ ョンベ ンダ

が 目指すべ きは、現在社 内処理 に回されている仕事をで きるだけ多 くシステムオペ レー ショ

ン契約 として勝 ち取 ることで ある。

表1-11シ ステ ムオ ペ レー シ ョン市場 の動 向

(出所:INPUT)

単 位:10億 ドル

分 類 1991

1991

1996

年 間平 均成 長 率

(%)

1996

プ ラ ッ トフ ォー ムオペ レー シ ョン

ァ プ リケ ー シ ョンオペ レー シ ョン

0.8

0.6

19

22

2.0

1.8

合 計 1.5 20 3.8

7)シ ステムイ ンテグ レーシ ョン

ヨーロッパの システム、イ ンテグ レーシ ョン市場の1996年 の規模 は79億 ドルで あるが(表1

-12)
、成長率 はこれ までよ りか なりスローペースとな る見込みである。 これは、主要 ヨー

ロッパ諸国に蔓延する不景気 もしくは不景気の危惧 により大規模プ ロジェク トが延期 されて

いるか らである。今後5年 間で最大の伸 びを予想 されている地域 は南 ヨーロ ッパ、特 にスペ

イ ンとイタ リアである。

システムイテグ レー ションは、異種の環境を統合す るソ リュー ションを提供す るサ ー ビス

である。 このセクターは他の システムソ リューシ ョンのモー ドと次の3点 において異 なる。

*サ ービスの性質上 、複数のテ クノロジーを利用す るため、 システムに適切な技術を適用す

る ことがで きる。 システムイ ンテグ レー ションプロ ジェク トは、複数で2種 以上の テ クノ

ロジーがかかわ って くるのが普通であ る。

*ベ ンダが システムをユ ーザ環境 に統合す るとい う作業全体を請 け負 うカスタムソ リュー シ

ョンである。

*ベ ンダは、通常、定額で システム引渡 しの管理責任 を引 き受 け、納期に間に合わなけれ ば'

ペナルテ ィーを支払 う。
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システムインテ グレーシ ョンの市場成長率予想 は、昨年 の予想 か ら大幅に下方修整 され た。

その要因 と しては、(1)1991～1996年 期のイ ンフレ率予想が、 ほとん どの国について1990～

1995年 期の予想か ら2%引 き下げ られた。(2)経 済情勢 の悪化を理 由 としてい くつかの大規

模プ ロジェク トが軒並 み延期 とな り、市場成長率を低下 させている、の2点 が挙げ られ る。

ヨーロ ッパの システムイ ンテ グレーシ ョン市場の4分 の3近 くが 、フランス、 ドイツ、 イ

ギ リスの主要3カ 国で 占め られている。 ドイツは、今後 、イギ リスを追い越 して西 ヨーロ ッ

パ最大の国別 システムイ ンテ グレーシ ョン市場 となるとみ られている。旧東 ドイツで は、現

在、 インフラス トラ クチ ャと諸施設の再開発が進め られてお り、今後数年 間の ドイツ市場の

急成長を支え るとみ られている。一方、イギ リスは経済停滞で今だ に大規模プ ロジェク トの

かな りの割合が延期 されているため、やや停滞気味とな る見込みであ る。

ただ し、 システムイ ンテ グレーシ ョン市場の原動力 は超大規模プ ロジェク ト中心か ら中規

模プ ロジェク ト中心 へ と移行 してい く。

ヨーロ ッパの システムイ ンテグレーシ ョンビジネスに関す る産業市場分析によると、政府

分野の契約の比率 は引 き続 き高い。 そ もそ も、 システムイ ンテグ レー ションの コンセプ トは、

この分野、特 に防衛関連か ら生 まれている。ただ し、防衛分野は市場全体の中で は成長率予

想が最 も低 く、民事政府 セクターと商業 セクターの方がかな り上 回 って いる。民事政府 セ ク

ターの成長 は、EEC1992法 に基づ く民間調達 プロジェク トの開始が大 きい。政府 の民事、

防衛共、 自動化 プロジェク トが引 き続 き市場成長の重要な要 因 とみ られている。

システムが複雑 さを増 し、機器の利 ざやが小幅にな って きた現状 に対応 して、機器ベ ンダ

は会計管理 向上の手段 と して システムイ ンテグ レーシ ョンに重点を置 き始めている。機器ベ

ンダの間では、それ まで、製品指 向型の ビジネス戦略の対極 と してサ ービス指向戦略を取 り

入れよ うとす るのが一般的だ った。オープ ンシステムの時代 とな った今 日、ICLやBu-ll

などの機器ベ ンダは付加価値 と商品差別化戦略 における システ ムイ ンテグ レー ションの重要

性を認識 している。 システムイ ンテ グーシ ョン抜 きに して は、会計管理 と利益 マー ジンを圧

迫 する危険か ら逃れ られないのであ る。

AndersenConsultingは 、その経営 コンサル タン ト業務 を通 してユ ーザ企業の トップの信

用 を得、 システムイ ンテグ レー シ ョン契約成立 の見込 みを知 る手段を確立 した。 同社の成 功

か ら、ベ ンダの間で システ ムイ ンテグ レーシ ョンにおける経営 コ ンサルタ ン ト業務の重要性

が認識 され始 め、社内 にコンサルタ ン ト部門を設立 した り、大手経営 コンサルタ ン ト業者 と

提携す るところが増えて きた。
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表1-12シ ステ ム イ ンテ グ レー シ ョン市 場 の動 向

(出 所:INPUT)

単 位:10億 ドル

1991

1996

分 類 1991 年間平均成長率 1996

(%)

装 置 1.3 15 2.6

ア プ リケ ー シ ョンソ フ トウ ェア 0.1 27 0.4

システ ム ソフ トウ ェア 0.1 21 0.2

サ ー ビス 1.8 21 4.6

そ の 他 0.1 16 0.2

合 計 3.4 19 8.0

1.3.4大 手 ベ ンダの 状 況

表1-13に ヨー ロ ッパ の ソフ トウ ェア サ ー ビス産 業 の 上位10社 を リス トア ップ した 。上 位30

社 の うち、 ア メ リカベ ンダが11社 、 フ ラ ンスが6社 、 ドイ ツが4社 、 イ ギ リスが3社 、 イ タ リ

アが2社 で あ る。 ヨー ロ ッパ のベ ンダの圧 倒 的 多数 が国 内で の ビ ジネ スが 中心 で 国 際的 な 活動

が 少 な い の に対 し、 ア メ リカの ベ ンダ は ヨー ロ ッパ 全域 を カバ ーす る幅 広 い ビ ジネ ス基 盤 を築

いて い る。

1990～1991年 にか けて 、 いず れ の大 手 機 器 ベ ンダ もソフ トウ ェア サ ー ビス提 供 業 者 と して 実

力 を強 化 し、社 内 に おけ る この 部 門 の利 益 貢 献 度 を 向上 させ るた め に大 々的 な 組織 改 革 を行 っ

た 。 ハ ー ドウ ェアの価 格 レベ ル とそ れ によ る収 入 の低 下 は急激 で 、 間接 費 を削 減 した ぐ らいで

は追 い つか な か った ので あ る。 機 器 ベ ンダ に と って これ らの業 務 の 再 編 成 は最 優 先事 項 で あ る

が 、 再編 成 の 大手 術 を行 って も存 続 が 危 ぶ まれ る企 業 もい くつ か あ る。

Reutersは 、 電子 情報 サ ー ビス と顧 客 宅 内で の利 用 を サ ポ ー トす るタ ー ンキ ー システ ムの 提

供 で は圧倒 的 に強 い。 元 来 、 プ ロ フ ェ シ ョナ ルサ ー ビスベ ンダで あ るCapGemimiSogeti(C

GS)、AndersenConsultingは いず れ もヨー ロ ッパで の事 業 を急 速 に 発展 させ て大 規 模 な ビ

ジネ ス を行 って きた が、 両 社 の ビ ジネ ス戦 略 は か な り異 な る。

CGSは 、 ヨー ロ ッパ の 主 要企 業 を 買 収 して ビ ジネ スを拡 大 して きた。1991年 に行 った最 大

規 模 の 投 資 は、Daimler-Benzグ ル ー プ に よ る特殊 会社Sogetiへ の36%の 資本参 加 で 、 この結 果

Daimler-Benzの 子会 社 で あ るDebisSystemhausの 合弁 事 業が ま もな く ドイ ツで 発足 す る。CGS
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は世界への野望を抱 いて いるが、それ を達成す るためには この規模の提携を さらに数回行 う必

要があ る。Sogetiも 所有す るマネー ジメ ン トコンサルテ ィング会社を まとめてGeminiCosulting

を設立 し、包括的なサー ビスを提供す るための体制を強化 した。

AndersenConsultingの ヨーロ ッパ における主な市場 は、 ドイツ、 スペイ ン、 イギ リスで あ

る。基本的には大手マネージメン トコンサルテ ィング会社であ り、その上、包括的な情報技術

サー ビス も提供す るとい う独特 の利点を生か して、多数の顧客を獲得 している。国際ベ ンダ と

しては上位3位 に数え られ る。

Microsoftの 製品 は、 ヨーロ ッパ市場で活動す る事実上全てのベ ンダーによ って販売 されて

い る。 この事実だ けを とって も、同社は市場 に対 して現実の収入 レベルを超えた影響力を持 っ

ている。SemaGroupは 、 ヨーロ ッパ上位30社 に入 るフランスのベ ンダ8社 に名を連ね る。

1990年 代、 ヨーロ ッパの情報サー ビス産業では、80年 代以上に合併 と吸収が繰 り広 げ られ る

だろ う。技術の進歩 と顧客のニ ーズの多様化 によ り、ベ ンダはさらに広範 な特種技術 の一括提

供を求 め られている。 この対応策 としてベ ンダは、提携、吸収、合併を繰 り返 し、ついには ヨ

ーロ ッパ全域のニーズに対応で きるマ ンモ スベ ンダ と、独 自のサー ビスで市場の隙間を守 り抜

くスペ シャ リス ト・リーダとを少数 の極 とする新たな市場構成を作 り上げ ると予想 され る。

表1-13ヨ ーロ ッパ における大手情報サー ビス産業ベ ンダ

(出所:INPUT)

ベ ン ダ 国 籍
推 定 売 上

単位:百 万 ドル

IBM ア メ リ カ 4,900

Siemens-Nixdorf ド イ ツ 1,690

CapGeminiSogeti フ ラ ン ス 1,650

Reuters イ ギ リ ス 1,430

Digital ア メ リ カ 1,220

Bul1 フ ラ ン ス 795

Unisys ア メ リ カ 720

AndersenConsulting ア メ リ カ 705

Microsoft ア メ リ カ 655

SemaGroup フ ラ ン ス 640
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1.3.5産 業市場機会

図1-12にINPUTが まとめた1991年 ヨー ロッパの情報 サー ビス市場 の産業別のマーケ ッ

ト状況を示す。

同図か らも明 らかなよ うに、製造業が断然 トップで、全 ヨーロ ッパのエ ン ドユーザ支 出の29

%を 占める。第二位 は銀行および金融である。いずれのセ クター も、過去2年 間に市場 全体に

占め るシェアが1%ず っ減少 した。

今後の成長 という観点か らすると、加工製造業が最 も有望であ り、特に、食品、飲料 、薬品

の各サブセクターか らの積極的な投資が期待 され る。公益事業 、銀行、個別製造 も平均 を上回

る成長率予想 となっている。

EC諸 国間の貿易障壁が取 り除かれ る1992年 以後 に期待が集 まっていたが、時期が迫 って く

るにつれて期待感が薄れてい る。買収 、合併、売却 などの動 きを活発化 させ、大がか りな再編

成の きっかけを もた らしたのは市場統合計画である ことに疑 いの余地 はないが、情報サー ビス

業界に1992年 を目前に して慌ただ しい動 きを見せ るベ ンダはほとんどみ られ ない。ただ し、現

在、 ヨーロ ッパ もしくは世界市場における全拠点 に統一のアプ リケー ションソリュー シ ョンを

網羅する ことを計画する国際ユーザ企業 のニーズは確か に変 わった。 これ らの企業 は、アプ リ

ケーシ ョンソ リューシ ョン設置後のサポー トを重視 し始めている。

これ か ら国際市場に乗 り出そ うとする中心ベ ンダは、すで に ヨーロッパ全域で事業を展開 し

てい るベ ンダまたは団体 とのパー トナー シップによ って これを達成 しよ うとす るだ ろ う。

中央政府

銀行および金融

流通

1991年 合 計 市 場=775億 ドル

図1-12:ヨ ー ロ ッパ にお け る情 報 サ ー ビス産 業 別 分析

(出 所:INPUT)
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1.4ヨ ー ロッパ にお ける ソフ トウ ェア産業 の動 向

序

ヨー ロ ッパにお ける情 報産業 の調査 に関 して
、高 い評 価を得 てい るOvum社(OvumLtd .7

RathboneStreetLondonWlpIAFEngland:日 本代理店 ㈱ ビジネス リンク)で は
、毎 年 ヨー

ロ ッパの ソフ トウ ェア産 業 について、rSoftwareEnrope」 を取 りまとめて いる。

以下 は、同 レポー トか らの抜粋 であ り、掲載 した図表 の全て の版権 は、同社が保有 す る もの

で あ る。

1.4.1ヨ ー ロッパ におけ るソフ トウェア市場 の動 向

1)市 場全 体の動 向(単 位:10億ECU)
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2)ソ フ トウェア分野別の市場動向(出 所:Ovum)

(単位:百 万ECU)

1990 1991 1992 1993 1994 1995 平均成長率

OS 3,950 4,290 4,510 4,780 5,060 5,360 6%

ユ ーテ ィ リテ ィ 230 240 260 280 300 320 7%

通信ソフ ト 1,420 1,619 1,829 2,049 2,274 2,502 12%

デ ータベ ース 1,500 1,770 2,050 2,340 2,620 2,880 14%

CASE 160 220 290 380 480 590 30%

第4世 代 アプリケーション 870 1,070 1,300 1,540 1,800 2,070 19%

ジ ュネ一 夕 2,410 2,579 2,746 2,911 3,071 3,225 6%

そ の他 開発用 ツール 1,850 2,276 2,753 3,276 3,833 4,409 19%

ビジネスデスク1ップソフ} 4,800 5,300 5,840 6,430 7,040 7,540 9%

CAEソ フ ト 2,000 2,560 3,350 4,320 5,380 6,490 27%

そ の他 アプリケーション 1,600 1,710 1,932 2,164 2,402 2,642 12%

合 計 20,690 3,634 26,861 30,470 34,261 38,028 13%

3)国 別 ソフ トウ ェア市場の動 向(単 位:10億ECU)(出 所:Ovum)
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ド イ ツ

イギ リス

フランス

イタリア

スペイン

オランダ

スウェーデン

そ の他 ヨ ー ロ ッパ

1995

二二:…1・壌

竃 …1鴛1::

、

`:=・

、
4

占

'

滋
二}:獲…i
・

;・…;舞・魏

r、'亨
ざで

13.β.

÷

'}

癬

謬
≠,詫・,灘雛曇i　灘i灘

,:,≧鈴 囎'・'・ 縦

莞 纂・

釜縫
iiii…警

洛 丑蘂:1 ・灘 二

14.6

＼

＼ ＼

一44一



1.4.2ヨ ー ロ ッパ にお けるパ ッケー ジソフ トウ ェアベ ンダ

トップ40社(出 所=Ovum)
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1.4.3 ヨー ロッパ にお ける コンパイ ラ市場(出 所:Ovum)

(単位:1,000ECU)

全 システム 1990 1991 1992 1993 1994 1995

Cobol 838,000 917,9991, 000,0001, 073,8671, 116,0841, 241,774

C 247,000 269,000 311,000 354,382 365,411 412,925

PL/1 78,500 85,700 96,600 113,648 120,365 136,342

Fortran 280,000 305,000 352,000 409,967 425,931 481,049

Basic 542,000 565,000 600,000 638,267 626,007 667,737

Pascal 169,000 130,000 138,000 143,710 141,173 148,343

Ada 113,000 127,000 153,000 179,669 187,031 215,669

RPG 42,700 46,900 53,000 59,253 62,723 70,649

Other 99,900 110,000 125,000 140,430 148,888 168,243

合計 2,410,0002, 410,0002, 830,0003, 113,1933, 193,6143, 542,732

合計 の うちメンテナンスの売上 888,0001, 010,0001, 140,0001, 290,9841, 440,1791, 609,543

1.4.4 ヨーロッパにおけるPC用 ソフ トウェアの市場の動向(出 所:Ovum)

1990 1991 1992 1993 1994 1995 平均成長率

設置台数 9,930 12,880 16,360 19,980 23,380 26,300 21.5%

単位:千 台)

スプレッドシー} 611,000 777,000 889,000 932,0001, 000,0001, 090,000 12.3%

ワードプロセッサー 390,000 496,000 565,000 591,000 632,000 687,000 12.0%

データベース 271,000 346,000 397,000 419,000 451,000 478,000 12.0%
、

グラフィックパッケージ 397,000 516,000 604,000 652,000 675,000 779,000 14.4%

通信 ソフ ト 28,100 37,500 45,100 50,200 55,400 62,300 17.3%

統合 ソフ ト 285,000 380,000 .458,000 510,000 563,000 606,000 16.3%

会計用 パッケージ 210,000 276,000 326,000 354,000 391,000 409,000 14.3%

その他 アプリケーション 245,000 325,000 390,000 430,000 442,000 465,000 13.7%

合 計 2,440,0003, 150,0003, 670,0003, 940,0004, 210,0004, 580,000 13.4%
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2.東 南 ア ジ ア 編

2 シ ンガポ ー ル

コ ン ピュー タ利 用状 況

国 家 コ ン ピュー タ庁(NCB:NationalConputerBoard)の 調 査 によ れ ば 、 シ ンガ ポ ー

ル に は1989年 時点 で6,000台 の メイ ンフ レー ムおよ び ミニ コ ンが設 置 され て い る(図2-

1参 照)。 この 他 に、 ビ ジネ ス用 に利 用 され て い るマ イ クロ コ ン ピ ュー タ(パ ソ コ ン)が

9万 台 あ る。 大型 コ ンピ ュー タはIBMが メ ジャーだが 、 パ ソ コ ンはIBMコ ンパ チ(互

換 機)が 主 流 に な って い る。 パ ソ コ ン分野 で はIBMは メ ジ ャーで は な く、現 地 企 業 お よ

び台湾 、香 港 の メー カが主 力 に な って い る。 日本 の 企業 で も、NEC、 日立 、富 士 通 な ど

が 参 入 して い る。

1989

1987

1986

1984

1982

1980

図2-1メ イ ンフ レー ム/ミ ニ コ ン ピュ ー タ設 置状 況

同庁 によ る調 査(rSurveyReportonUsageofITinSingaporej)は 、89年 後 半

に4,900社 に ア ンケー トを 発送 して 行 われ 、3,139社 か ら回答 を得 た。 同 調 査 によ る と、

回答 企 業 の68%が コ ン ピュー タを利 用 して お り、残 り32%の うち11%は3年 以 内 に コ ン ピ

ュー タを 導入 す る予定 で あ る。

ま た、 産業 別 の コ ン ピュー タ利 用状 況 を 見 ると、 金融 が トップ(回 答 企 業 の86%が 利 用)

で 、 以 下 、運 輸(同77%)、 商 業(同65%)、 建設(同64%)、 製 造(同64%)と な って

い る(図2-2参 照)。
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図2-2 産業別 コンピュータ利用状況
(従業員10人 以上の企業)

公共サービス

コ ン ピュー タの利 用 状 況 を アプ リケ ー シ ョンで み る と、最 も多 い のが 「会 計/財 務 」で

回 答 企業 の85%が 実 施 して い る。以 下 、 「経 営 管 理 」(53%)ご 「人 事 」(49%)、 「販

売 」(45%)と な って い る(図2-3参 照)。
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図2-3コ ンピ ュー タ ・アプ リケー シ ョンの状 況

イ ンハ ウス ・ネ ッ トワー クの構築 ・利用 も活発で ある。同 じNCBの 調査によれ ば、数

年来イ ンハウスネ ッ トワークを構築す る企業が急激 に増大 している。ちなみに、89年 で は

コンピュータを導入 して いる企業の49%が 社内のパ ソコン同士、あるいはパ ソコンと ミニ

コン/メ イ ンフ レームを接続 している。 これ は87年 に比べて4倍 である。また、31%の 企

業 は3年 以内にイ ンハ ウスネ ッ トワー クを構築す る予定 を持 ってい る。 これ も87年 に比較
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して3倍 で あ る。 なお 、従 業 員25人 以 上 の企 業 に 限定 す れ ば 、社 内 ネ ッ トワ ー クを持 って

い る企 業 は55%(3年 以 内 導 入予 定42%)に 比 率が ア ップ す る。

産 業 別 の イ ンハ ウ スネ ッ トワー ク構 築状 況 を み る と、運 輸 が 回 答企 業 の62%で トップ に

な って い る。 以 下 、 商業(60%)、 金 融(53%)、 製 造(50%)な どと続 いて い る(図2

-4参 照)
。 なお 、 イ ンハ ウスネ ッ トワー クの ア プ リケー シ ョ ンは基 本 的 に は コ ン ピュー

タ ・アプ リケ ー シ ョンと同 じだが 、特 に 目立 っ の は、在 庫 管 理 、発 注 、 会計 、 イ ンボ イ スな

どで あ る。
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0

輸送 商業 金融 製造 建設 公共サービス

羅 稼働中iiiii計 画中

図2-4産 業 別 イ ンハ ウスネ ッ トワ ー ク構 築 状 況

(従 業 員10人 以 上 の企 業)

2.情 報 産 業 の状 況

(1)概 況

NCBの 調 査 に よれ ば、1990年 に お け る情 報産 業 の総 売上 高 は、 表2-1に み る とお

り、 前 年比45%の 伸 びで21.5億S(シ ンガ ポール)ド ル とな って い る。

また 、 国 内市 場 、輸 出 と も好調 で 、機 種 別 にみ る と、 ワー クステ ー シ ョンお よ び メイ

ンフ レー ムの 伸 びが著 しい。

総 売 上 高21.5億Sド ル の約69%に 当 た る14億9,000万Sド ル が国 内市 場 で あ り、前 年

比32.4%の 伸 び で あ った。 これ は好 調 な シ ンガ ポー ル経 済 お よ び 中小 企 業 の コ ン ピ ュー

タ化 計 画 等 、国 家 レベ ルで の 強 力 な コ ンピ ュー タ化 促 進 策 を反 映 して い る。

一 方 、輸 出 も好 調 で、 前 年比83.8%増 の6億6,000万Sド ルを 記録 した。 総 売 上 高 を

ハ ー ド、 ソフ ト別 にみ る と、74%に 相 当す る15億9,000万Sド ルが ハ ー ドウ ェアの 売上

額 で 、残 り26%の5億5,000万Sド ルが ソフ トウ ェ アお よ び情 報 サ ー ビスの 売 上額 で あ
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る。 な お、 ハ ー ドウ ェア売上 額 を機種 別 にみ る と、 マ イ クロ コ ン ピュー タが全 体 の43%

を 占め る6億9,000万Sド ルで 前 年比40%の 伸 び率 を 呈 して い る。 ワー クス テ ー シ ョン

が219%増 と急 激 な伸 びを み せ 、 メ イ ンフ レー ム も166%と い う高 い伸 び率 を しめ して

い る。(表2-2参 照)そ の結 果 、機 種 別構 成比 で は 、 メ イ ンフ レーム、 ワー クステ ー

シ ョ ンの 占あ る割 合 が大 き くな って い る。

表2-1シ ンガポールにおける情 報産業の売上推移

(単位:金 額 ・百万Sド ル)

年
国 内 販 売 輸 出 合 計

金 額 伸 び率(%) 金 額 伸 び率(%) 金 額 イ申び率(%)

1983 303.42 45.55 64.27 27.32 367.69 28.6

1984 382.91 26.20 90.88 41.40 473.79 28.86

1985 435.40 13.71 125.25 37.82 560.65 18.33

1986 505.75 16.16 143.49 14.56 649.24 15.80

1987 613.72 21.35 175.39 22.23 789.11 21.54

1988 827.76 34.88 237.53 35.43 1,065.29 35.00

1989 1,125.96 36.02 357.52 50.52 1,483.48 39.26

1990 1,490.54 32.38 657.24 83.83 2,147.78 44.78

〈資料 〉 シ ンガ ポ ール 国家 コ ンピ ュー タ庁(NCB)

表2-2シ ンガ ポー ル にお け る コ ン ピュー タの機 種 別売 上 高

(単 位:金 額 ・百 万Sド ル)

年

区 分

1988 1989 1990

金 額
対前年

増加率(%)
金 額

対前年

増加率(%)
金 額

対前年

増加率(%)

メ イ ン フ レ ー ム
111.68

(14.85)
8.6

133.32

(12.59)
19.4

354.61

(22.23)
166.0

ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ
269.58

(35.86)
46.5

387.34

(36.57)
43.7

405.03

(25.39)
4.6

マ イ クロ コ ン ピュ ー タ
333.25

(44.33)
43.5

491.47

(46.41)
47.5

685.69

(42.98)
39.5

ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン
37.32

(4.96)
46.4

46.94

(4.43)
25.8

149.89

(9.40)
219.3

合 計
751.83

(100.00)
38.1

1,059.07

(100.00)
40.9

1,595.22

(100.00)
50.6

(注)()内 は構成比(%)を 示す。
〈資料 〉 シンガポール国家 コンピュータ庁(NCB)
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(2)電 気 通 信 サ ー ビス

コモ ンキ ャ リア と して は シ ンガ ポー ル ・テ レコ ム(ST)の み で 、 国 内/国 際 の両 サ

ー ビス を提 供 して い る。 目下 、STの 民 営 化 が検討 され て お り、2～3年 以 内 に は実 施

され る とみ られ て い る。(1年 以 内 とい う見方 もあ る)

民営 化 へ の 移 行 の一環 と して 、1991年12月1日 を もって 電 話料 金 が 固 定制 か ら従 量 制

へ と改 正 され た 。 それ まで は固定 で 、 しか も極 めて 安 価 に設 定 され て いた た め 、 シ ンガ

ポ ール の電 話 利 用 者 は、電 話 は無料 とい う感 覚で 使 用 して いた と も言 わ れ て い る。 ち な

み に、 一般 家 庭 の 場合 、年 間で190Sド ル(1ケ 月 換 算約1,200円)。 同様 に企業 利 用

者 の 場 合 、年 間200Sド ル(同1,900円)で あ った。

VANサ ー ビス はSNS(SingaporeNetworkServicesLtd.)の みが 提 供 して い る。

同社 は1988年3月 、ST,NCB,EDB(EconomicDevelopmentBoard),TDB

(TradeDevelopmentBoard)な ど4っ の政 府 機関 が全 額 出資 して設 立 され た企 業 で あ る。

SNSの 職 員 は1991年 で約100人 で あ る。SNSは また、EDIサ ー ビス と して 、貿 易 、

医療 、法 律 関 連 の各 分 野 でネ ッ トワー ク運 営 して い る。

VANサ ー ビスへ の参入 は 自由で あ る。 ただ し、STか らラ イセ ンスを 得 な けれ ば な

らな い 。 そ の ため に はSTが 提 供 して いな い サー ビスを提 供 しな け れ ば な らな いた め 、

実 質 的 に は参 入 す る企業 は出現 して い ない 。

(3)デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

財 団 法 人 デ ー タベ ー ス振興 セ ンター の 「デー タベ ー ス 白書(91年 版)」 に よれ ば、 シ

ンガ ポ ール にお け るデ ー タベ ー ス売 上高 の 大 部分 は、Reuters,Telerate,Quotron等 の

金融 情 報 サ ー ビスが 占めて お り、 同国 の国 際金融 市場 に お け る重要 な位 置 付 けを反 映 し

て い る。

通 信 回 線 に関 して は、 シ ンガ ポ ー ル はア ジア有 数 の 先進 水 準 に あ り、 巨額 の投 資 に よ

り通 信 環 境 は常 にハ イ レベ ル に整備 され て い る。 この た め 、海 外 にあ るホ ス トへ の ア ク

セ ス は技 術 的 に は何 の支 障 もな い 。海 外 ホ ス トと して は、DIALOG,STN,ME

DLINE,Infoline,Lexis/Nexis,ORBITな どが利 用 され て い る。

国 産 デ ー タベ ー ス構 築 へ め取 り組 み も、 国家 主導 型 で 活 発 に行 わ れ て い る。例 え ば、

図 書 館 の蔵 書 の デ ー タベ ース化 は比較 的 早 くか ら進 行 して お り、87年4月 か ら開始 され

だ シ ンガ ポー ル総 合 図書 館 自動 化 サ ー ビス(SILAS)に は約30図 書 館 が 参 加 、5年

以 内 に は80図 書 館 にな る と見込 まれ て い る。 なお 、 シ ンガ ポー ル の主 要 国 産 デ ー タベ ー

ス につ いて は表2-3に とりま と めて い る。
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表2-3シ ンガ ポー ルの 主 要 国産 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

構 築 ・サ ー ビス機関 システム名 内 容

通産省 PATS 国際収支、失業率、消費者物 価指

数、人口統計 、その他

シンガポール港湾委員会 PORTNET 船舶出入港、船荷明細 など

会社事業登録所 会社および事業内容登録
システム

シンガポールの全企業の年次報告

書お よび会計報告

貿易開発庁 GlobalLink 各種ビジネス情報

シンガポール電信電話局 Teleview ビデオテ ックス(試 験中)

教育研究図書館 東南アジア研究評論およ
び諮問グループDB

東南アジアにおける教育関係文献
および調査(内 部利用)

シンガポール通 貨委員会 MAST 金融 ・財政 ・投資情報(内 部利用)

シンガポール国立大学 中央図書館 PERIND ASEAN諸 国の定期刊行物記 事索引

国立生産性協議会 PINS 生産性情報サー ビス(非 わライン)

ス トレー ト ・タ イム ズ LASR 新聞情報 システム(内 部利用)

(出 典:デ ー タベ ース振 興 セ ンター 「デ ー タベ ー ス 白書1991」)

3.EDlの 現 状

(1)産 業 別EDIの 利 用 状 況

シ ンガ ポー ルのEDIと いえ ば 、 貿易 開 発 庁(TDB:TradeDevelopmentBoard)が

中心 に な って 開発 し、SNSが 運 用 して い る 「トレー ドネ ッ ト(TradeNet)」 が 有 名 で

あ る。 これ は輸 出入 貨物 の 通 関手 続 き と書 類 を簡 素化 か つ迅 速 化 す る た め に開発 され た

もので あ る。 ・

TradeNetの 稼 働 に よ り、貿 易業 者 は コ ン ピ ュー タで作 成 した単 一 の書 類 をTradeNetを

通 じて す べて の 関連 機 関 に提 出 し、数 分 で通 関審 査 を受 け られ るよ うに な った。 ま た 、

TDBお よ びCustomsandExciseDepartmentも 、 毎 日数 千 件 に のぼ る認可 申請 書 類 の

マニ ュ アル審 査 か ら解 放 され た。

同ネ ッ トに は1990年10月 時点 で 、1,500も の 貿易 関 連 企業/機 関が 接 続 して い る。 こ

れ らの 利 用者 は、 認可 手 続 きに要 す る時 間 な どが 大 幅 に短縮 され 、生 産 性 が25%ほ ど向

上 した。 また 、SNSは 同 ネ ッ トを、SITAな どの グロ ーバ ルネ ッ トワー クに も接 続

して い る。 な お 、 トレー ドネ ッ トで は ビジネ ス ・プ ロ トコル と してEDIFACTを 使

用 して い る。
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SNSで は この他 に 、医療 分野 を対 象 に した 「メ デ ィネ ッ ト(MediNet)」 、 法 律分

野 を対 象 に した 「ロー ネ ッ ト(LawNet)」 とい うサ ー ビスを実 施 して い る。TradeNet

が フル稼 働 して い る の に対 し、 これ らは フ ェーズ1が 完 成 した段 階で 引 き続 き開 発途

上 に あ る。

MediNetの 主要 ユ ーザ は病 院で あ る。 病 院 はNationalHealthAgencyに 医療 費 の請

求 を行 う際 、以前 は ペ ーパ ー ・ベ ー スでや らざ るを えず 、 か な り時 間が か か って い た 。

今 で は この事 務 処理 を大 幅 に短 縮 す る ことがで きた。MediNetの フ ェー ズllは 、 ユ ー

ザ を医 薬 品業 者 と医 師 に拡 大す る ことで あ る。 た とえ ば、 医薬 品業 者 に対 して は、病

院 システ ム との接 続 に よ って 、 ス ム ーズ な納 品 と在 庫 コス ト削 減 を実 現 で き るよ うに

な る。 また、 医 師 に対 して は 、 医学 デ ー タベ ー スへ の ア クセ ス機 能 提 供 な どが 第2段

階 の 目標 に な って い る。

LawNetの フ ェー ズ1は 、弁 護 士 な どに デー タベ ー ス機 能 を提 供 す る ことで あ る。 つ

ま り、法 令 、 判例 の 検 索 サ ー ビスで あ る。 フ ェー ズ9で は、裁 判所 や関 連 機 関 に提 出

す る書類 の電 子 的提 出を組 み込 む ことに な って い る。

な お 、民 間分 野 だ けのEDIに っ い て は、製造 業 にお け るMotorolaお よ びTIが 有

名 で あ る。Motorolaは 香港 へ の 発 注 業務 をEDIで や って い る。 そ の他 の 業種 に関 す

る詳細 は不 明 だが 、 流 通分 野 な どで は まだ活 発で は な いよ うで あ る。

(2)EDI分 野 の標 準 化

通 信 プ ロ トコル につ い て は、OSIお よ びプ ラ イベ ー トの両 方 が 使 わ れ て い る。 よ

く利 用 され て い るの は、 プ ラ イベ ー ト ・プ ロ トコル で はSNAとTCP/IP(米 国

国 防省 開 発)の2種 類 で あ る。 また、X25お よ びX400のOSIプ ロ トコル も利

用 され て い る。

一 方
、 ビ ジネ ス ・プ ロ トコル と して は、UN/EDIFACTとANSIX12

が よ く利用 され て い る。 また 、 商 品 コー ドはEAN(EuropeanArticleNumber)が 使

用 され て い る。 シ ンガ ポ ール はEANの メ ンバ ー国 で あ り、 コ ー ドセ ンター と してSi

ngaporeArticleNumberingCouncil(SANC)が あ る。

EDI分 野 の標 準 化 機 関 と して は、EDITechnicalCommitteeが あ る。 シ ンガ ポ

ール の標 準 化組 織 の 概要 は次 の よ うに な ってい る
。

まず 、標 準化 全 般 に関 して 、SingaporeNationalStandardsCounsilが あ り、 この

下 に分 野 ご との多 くの委 員 会 が あ る。 情 報分野 に 限定 して み る と、ITStandards

Committee(情 報 分野 標 準 化 委 員会)が あ る。 同 委 員 会 の下 に3つ の テ クニ カ ル ・コ
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ミッテ ィが あ り、 そ の ひ とつがEDIテ クニ カル 委員 会 で あ る。 同委 員 会 の メ ンバ ー

は6つ の 関連 分 野 の代 表 者 に よ って 構 成 され て い る。(図2-5参 照)。

Singapore

National.Standards

Council

|TStandards

Committee

JapanlKorea/Singapore

Rapporteur:Mr.Kenjiltoh

(Japan)

図2-5シ ンガポール におけ る標準化機構

4.情 報化施策

(1)国 家政策

国家的な情報化施策 として は、rNationalITPIan」 が1986年 より実施 されて成果

をあげた。91年 秋 には、同計画のあとを受 け、21世 紀に向けた新規計画 としてrIT

2000」 が基本的 に了解 された。同計画では、①ITに よ って経済効果をア ップ し

国際市場 にお ける力を増強す る、②子供 たちを含めITを 共通 の教育 ツールと して活

用す る、③ITに よ って社会的連結を強化す る、④ITに よって生活の質を向上す る、

の4っ を柱 として いる。

(2)人 材育成策

シンガポールで は、情報処理技術者をrITプ ロフェ ッショナルSと 呼んでお り、

SE、 プログラマの ほか、通信の専 門家(ネ ッ トワー クなどの設計 や通信関連 ソフ ト

ウェアの開発がで きる技術者)を 含んで いる。91年 の時点でITプ ロフ ェッショナル

は13,000人 で ある。

情報技術者 の教育訓練 を行な っている機関 として は、まず、2っ の国立大学 のほか、

専門機関 と してJSAICやICISな どがあ る。JSAIC(JapanSingaporeAI

－54一



Center)は 日本 と シ ンガ ポール の ジ ョイ ン トベ ンチ ャで 設 立 され た機 関 で 、AI専 門

家 の育 成 を 目的 に して い る。ICIS(lnformationCommunicationInstituteof

Singapore)はAT&Tが 資金 お よび機 器 の援 助 を して い る もの で通 信 分野 の専 門家 を

育成 して い る。

JSAICは1980年7月 、 それ まで の ソフ トウ ェア技 術者 養 成 の た めの プ ロ ジ ェ ク

ト(1980-90)が 完 了 したの を受 けて 、 よ り高度 な専 門技 術 者(特 に 、人 工知 能 、 知

識 ベ ー ス)を 養成 す る ため に設 立 され た。 同 セ ンター の ス タ ッフ は22名 、 う ちイ ンス

トラ クタ は8名 で あ る。 研修 コースの例 と して は、① 企業 の 管 理職 向 け知 識 システ ム

・コー ス、② 企 業 の ビジネ ス マ ン向け知 識 システ ム ・コー ス、 ③情 報 処 理専 門家 向 け

エ キ スパ ー トシステ ムお よ び知識 ベ ー ス ・コー ス、④ エ キ スパ ー トシステ ム お よび 知

識 ベ ース設 計 コー スな どが あ る。
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2.2香 港

1.コ ン ピュー タ利 用状 況

香 港 にお け る コ ンピ ュー タ出荷状 況 は 、出荷 台 数ベ ー スで は 、90%以 上 が パ ー ソナル コ

ン ピュー タ(PC)で 、約50,000台 で あ る。 メー カ別 の シェアで は 、 メ イ ンフ レー ムで は

IBMが 市場 を独 占 して い る。 中 型 機 の 分野 で は、IBM、DEC、HP、NCR等 が 活

躍 して い る。PCの 分 野 で は、非 常 に多 くのベ ンダー が市 場 に参 入 して お り、特定 な リー

デ ィ ング企 業 は存在 して いな い。 参 入 企 業 と して は、IBM、AST(ア メ リカ系企 業 で

あ るが生 産 工場 は香港 と台 湾 に あ る。)Compaq、 東 芝 等 で あ る。

産 業 別 の利 用状 況 は 、政 府 機 関 、 金融 、 貿易 等が 主 要 な分 野 で あ る。

これ らの機 関で の コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの アプ リケ ー シ ョンは、 メイ ンフ レー ムで は 、

元 帳管 理 、在 庫管 理 、販 売 管 理 、 需 要予 測 、 予算 管理 等 で あ る。PCの アプ リケー シ ョ ン

と して は、輸 出 ・入 シス テ ム、 販 売 処理 等 が あ る。今 後 の アプ リケ ー シ ョン動 向 と して は、

PCとFAXと の結 合 、 電子 メ ール 、EDI等 が 考 え られ る。

香 港 にあ る大 手外 資 系 企 業 は、 イ ンハ ウス ・ネ ッ トワー クを 構 築 して い るケ ー スが多 い。

例 え ば 、 あ る統 合電 機 メ ー カで は、 ソウル 、 シンガ ポー ル 、台 北 とネ ッ トワー クで接 続 し

て、 販 売関 連 の情報 の 交 換 を 行 って い る。通 信 手段 は、 専用 線 、 公 衆 回線 、VAN等 い ろ

い ろ な ケー スが あ る。FAXの 利 用 状 況 につ いて は 、か な りの ス ピー ドで普 及 しつ つ あ る。

ま だ 、一部 で は あ るが 家 庭 で の利 用 も増 え て きつ つ あ る。

2,EDlの 現状

2-1産 業別実施状況

(1)香 港 におけるEDIは 、プ ロモーシ ョンの段階で、それ ほど普及 して いるとはいえな

い。大手の コンテナ会社が、 シッビング、インボイス、パ ッキ ングのそれぞれの情報交

換を顧客 と行 うためにEDIを 利用 している。今後 は、製造業 に可能性が考え られ る。

ただ し、香港の製造業 は非常に小規模 な業者が多 く、例えば生産設備 はビルの一室 を改

造 しているよ うな ケースが多 く、FAを 導入す るよ うな大規模 な工場 はほ とん どない。

したが って、製造業におけるEDIの 普及はそれ ほど急速 には進 まないと思われ る。な

お、香港における主要製 造品目は、衣料、繊維、玩具 ・運動具、電子部品等であ り、そ

の製造 に当た って は、中国本土、特 に、広東省 に工場(た だ し、近代的な設備ではない)。

を保有 している場合 もかな り多 く、 これ らの設備が近代化 され るまではかな りの時 間を

要する と思われ る。 しか しEDIの ポテ ンシャルはないわけではない。ただ広東省 にあ
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る工 場 設 備 は 、 日本 の20年 か ら30年 前 の状 況 で あ る。

(2)今 後 のEDIの 導 入 に 関 して は、香 港経 済 が 、貿 易 と金 融 に依 存 して い る こ と もあ り、

この両 分野 に お け るEDIの 普 及 は進 む と思 われ る。

2-2EDIの 関 連 の 標準 化

(1)通 信 プ ロ トコル は、 ほ とん どの場 合X25を 使用 して お り、 プ ラ イベ ー ト・プ ロ トコル

の場 合 はIBMが 多 いよ うで あ る。

(2)香 港 に あ る企 業 は、 ほ とん ど外 資系 企業 で あ る。 そ れ らは、 ア メ リカ系 、 ヨー ロ ッパ

系、 日系で あ り、 標 準化 につ い て は親 会社 の状 況 に 依存 す る ケ ー スが多 い。 ビジネ ス ・

プ ロ トコルで は、EDIFACTとANSIX,12が ほ とん どの よ うで あ る。

(3)商 品 コー ドに つ い て は、1989年 にHongKongArticleNumberingAssociation(HKANA)

が 、設 立 され 流通 業 界 にわ た りバ ー コー ドの普 及 ・振 興 を 実 施 して い る。 香港 のあ る有

力 スーパ ー マー ケ ッ トは、'91年6月 にバ ー コー ドな らびに ス キ ャニ ングを導 入 し、 香

港 の小 売 業 全体 に 大 きな影響 を与 え っっ あ る。

2-3EDI標 準 化 推 進 機 関

(1)香 港 にお け るEDI標 準化 推 進機 関 と して は、TRADELINKが あ げ られ る。

TRADELINKは 、 香港 の主要 企 業11社 が 出 資 して1988年9月 に設 立 され た。 同機

関 は、 香 港 に お け るEDIの 普 及 ・振 興 を 目的 と して い る。 香 港 政 庁 は、 直接 出資 は し

て いな いが 、各 種 の支援 策 を行 って い る。TRADELINKで は、 最近 、 ロ ー コス ト

・ア クセ ス ・メ ソー ド(例PCやFAXに よ るEDI)に 関 す る調 査研 究 を開 始 した
。

ま た、 中国 語 によ るEDI標 準 の検 討 、EDIに 関 す る各 種 出版 物 や セ ミナ ー等 も実 施

して い る。

(2)香 港政 庁 とTRADELINKは 、共 同で1990年3月SPEDI(SharedProjectfor

EDI)を 開始 した 。 同 プ ロ ジ ェ ク トは、EDIを 香 港 に お け る経 済成 長 に不 可 欠 な要 素 と

して位 置 付 け て お り、 まず 、 貿易 関係 のEDIか ら推 進 す る こ と とな った。

3.VANの 状 況

3-1VAN企 業 の実態

(1)1984年 、電気通信令が一部改正 され、香港テ レホ ン(国 内通信)と 香港テ レコム ・イ

ンターナ ショナル(国 際通信)の フランチ ャイズ(独 占運営権)に 抵触 しないサー ビス

(VANサ ー ビス)に つ いて は、ライセ ンスの取得 によ り、市場参入が可能 となった。

(2)参 入 してい るVAN企 業の性格な数は、今回の調査で は入手す ることはで きなか った
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が 、約30社 ぐらいで あ る。主 要 企 業 は、① ハ チ ソ ン ・AT&T(ハ チ ソ ンは香 港財 閥)、

②GEIS(ア メ リカ系)、 ③IBM、 ④lntertrade(香 港 テ レホ ンの子 会社)等 で あ

る。

(3)国 際VANは 、IBM、GEIS等 が サ ー ビスの提 供 を して い る。

4.人 材 育成

4-1情 報 処理 技術 者 の実 態

(1)香 港 の職 業 訓練 局 が 、 と りま とめ た 「1989ManpowerSurveyReportontheElec-

tronicDataProcessingIndustry」(こ の レポー トは、2年 ご とに調 査 して い る)に よ

る と、EDP関 連 の全 従 業 員 は 、24,630人 で あ る。

産 業 別 の分布 状 況 は 、以 下 の とお りで あ る。

① 金融 ・保 険 ・不 動 産43.3%

② 卸 ・小 売 ・輸 出 入 ・ホ テル ・飲食18.8%

③ 製造16.8%

④ 運 輸 ・通 信9.1%

⑤ 大 学 ・病 院 ・放 送 等5.4%

⑥ 政 府 関係4.8%

⑦ 電 力 ・ガ ス ・水 道0.9%

⑧ 建 設0.9%

職 業 別 の分 布状 況 は、以 下 の とお りで あ る。

① デ ー タ入 力

② コ ンピ ュー タ ・オ ペ レー シ ョン

③ アプ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラ ミング

④ マ ネ ジ メ ン ト

⑤ シス テ ム ・ア ナ リシス

⑥ 技 術 サ ポー ト

⑦ ハ ー ドウ ェア ・サ ポー ト

⑧ 教 育 ・訓 練

⑨ 研 究 ・開発

合計 100.0%

28.4%

23.3%

16.7%

11.3%

9.4%

4.4%

4.1%

1.9%

0.5%

合計 100.0%
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'89年 時点におけるEDP従 業員数の成長予測は
、以下 の とお りである。

①'89年 調査時点24,630人

②'90年 予測26,513人(7.6%増)

③'91年 予測28,872人(8.9%増)

4-2情 報処理教育機関

(1)香 港の教育体制は、小学校6年 、中 ・高等学校7年 、大学3年 とな ってお り、情報処

理教育は、中 ・高等学校か ら実施 している。一般的 に情報処理技術者は、大学 、ポ リテ

クニ ック等の卒業生が多い。

(2)職 業訓練局で は、情報処理技術を含めて各種の職業訓練 コースを提供 している。情報

処理 コースの中 に、 「EDI導 入 コース」 も用意 されてい る。

rEDI導 入 コース」の概要

①EDIの 基本概念

②EDIの 標準

③ ビジネスにおけるニ ーズ

同局における情報処理教育 は、基本的に使用言語 な らびにテキス トとも英語で実施 し

てお り、10人 の専任講師によ って対応 している。情報処理 関係 の学生数 は、1,703人

(全 日制、夜間部)('89年11月 時点)で ある。

5.情 報 産業 全 般 の 動 向

5-1コ ン ピ ュー タ産 業

(1)香 港 に お け る主要 ベ ンダ と して は、以 前 と してIBM、DEC、HP等 が 市場 の大 部

分 を 占有 して お り、今 後 も しば ら くは この傾 向が 続 く もの と思 われ る。

5-2情 報 サ ー ビス産 業

(1)香 港 に はか な りの数 の 大手 か ら中小 、 地 元資本 あ る い は外 資系 の ソフ トウ ェア ・ベ ン

ダが 、 ビ ジネ スを展 開 して い るご 主要 なベ ンダ と して は、Oracle、On-LineConsultants、

CAComputers等 が あ る。 しか し、 それ ぞ れ のベ ンダ は、 自社 独 自の製 品 や サ ー ビス を提

供 して お り、 マー ケ ッ ト ・シ ェアを 区分 す る こ とは困 難 で あ る。

5-3電 気 通 信産 業

(1)香 港 の国 際 ・域 内の 基本 通 信 サー ビスは 、香港 テ レコムが 独 占的 に提供 して い る。 域

内の 電話 サ ー ビス は、 香港 テ レコ ムの子 会社 で あ る香 港 テ レコムが 、 国 際通 信 サ ー ビス 、

テ レ ックス ・電報 サ ー ビス等 は、 同 じ く香港 テ レコ ムの子 会 社 で あ る香港 テ レコム ・イ
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ンターナシ ョナルが、それぞれ香港政庁よ りフラ ンチ ャイズ(独 占運営権)を 取 得 して

運営 している。(図2-6参 照)

一 般投 資家

21.4%

C&Wグ ル ー プ

58.6%20.0%

●

CITIC

香港 テ レコム

100%100%100%
u● ▼

100%

香港テレホンHKTI 香港テ レコムCSL コ ン ピュー タ シア

(移動体通信 、高度 サー ビス)(コ ンピュータソフ ト)

C&W:英 国系の通信会社

CITIC:中 国国際信託投 資公司1979年 に設立 され た中国国営 の国際金融投資会社

で、国外資金の調達、投資を行 って いる。

HKTI:香 港 テ レコム ・イ ンターナ ショナル

(出所:KDD総 研R&AI991年4月 号)

図2-6香 港 テ レコ ム ・グル ープ

(2)香 港の移動体通信は、かな りのス ピー ドで普及 しつつあ る。い くつかの企業が参入 し

ているが、主要 な企業は、ハ チソン(地 元資本)、Motorola(ア メ リカ系資本)等 であ

る。

香港では、携帯電話が ビジネスマ ンのステータスシ ンボルとな ってお り・その普及率

は世 界 で も トップ クラ スで あ る。 今 回 の現 地調 査 で も香港 市 内で か な りの ビジネ ス マ ン

が 、携 帯 電話 で コ ミュニ ケ ー シ ョンを して い るの を見 か け た。

*参 考 デ ー タ:香 港100人 当 た り電 話 回線 数40.7日 本100人 当 た り電話 回 線43.2

(出 所:WorldBank1989)

5-4情 報 産業 全 般 に か かわ る国 の振 興 施 策

香港 政庁 は、1989年 に 「空 港 ・港 湾 計画 」(PADSR:PortandAirportDevelopment

Strategy)を 発表 した 。公 共 事 業 と して は、香 港 史 上最 大 の規 模 で あ る当計 画 は、2006年

一60一



までに、香港島の西方の ランタオ島に新空港、港湾、それ らに付帯 する交通施設、通信施

設 、関連産業等の各種 基本 イ ンフラを建設す る。総工費1,270億HKド ル(約2兆4,000

億 円)、 うち40～60%は 民間の資本を活用する。

しか し、中国政府 は、同計画 に対 し、香港政庁が これまで蓄えて きた余剰財政資金 を使

い果た し、債務 を残 して香港を1997年7月 に中国に引 き渡す ことになるとして問題視 して

いた。結局中国政府 は、返還 までに主要プロ ジェク トの建設を行 うこと、および香港返還

時に引き渡すべ き資金等の条件をっけ、中国 ・英国 はよ うや く本年6月 に合意に こぎつ け

た。

6.香 港経済の今後

1970年 代 、80年 代をつ うじて香港 は、ア ジアの ビジネ ス ・セ ンターとして発展 をとげて き

たが、今後の同地域 の経 済な らびに産業の状況は、1997年 の中国への返還を控え 中国をめ ぐ

っての国際情勢 の動 きと切 り離 して展望す ることはで きない。

1984年12月 の香港返還 に関する中葉共同生命で は、 自治権を有 す る特別行政区 と しての香

港の存続が明記 され、香港の社会 ・経済制度 ・生活方式 は、返還 後50年 間は変えない とされ

た。 中国返還後、香港が どのよ うに変化するのかは、 いろいろな見方があるが、 まず 、いま

までの アジアにおけ る ビジネス ・セ ンターと しての地位を存続す る。あ るいは、 アジアにお

ける ビジネス ・セ ンターの各国への分散化(シ ンガポール、東京等)が 起 こるのか。今 まで

の役割を完全に変え て中国香港への変容 をす るのか。今後の同地域の情報産業の動 向 もこれ

らの観点を十分 に考慮 にいれ る必要がある。
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2.3タ イ

1.コ ンピ ュー タ利 用状 況

タイに お け る コ ンピ ュー タの業 種 別 利 用 状 況 は、 そ の ほ とん どが 政府 関係 、 金融 関係 で

占 め られて お り、 その割 合 は50%以 上 とな って い る。 機種 別 の状 況 は、次 の とお りで あ る

機種 別利 用状 況 メ イ ン フ レー ムIBM60%、 小 型 機IBM31%NEC30%

パ ソ コ ンIBM13%、 そ の他 ベ ンダ ー多 数

これ に よ る と、 メイ ンフ レー ム は、IBMが シ ェアの過 半数 を 占有 して い る。一 方 、パ ソ

コ ンで は、IBMの シ ェア は トップ で あ るが 、 メ イ ンフ レー ム市 場 の よ うに圧 倒 的 な強 さで

は な く、IBMク ロー ンを含 め て多 数 のベ ンダー が、 活躍 を して い る。

これ らの コ ンピ ュー タの適応 業 務 は 、政 府 機 関 や金 融機 関 に お け る事 務 の合 理 化 に導 入

さ れて い る。 先 進 国 にみ られ るよ うなFA(FactoryAutomation)へ の応 用 は 、 まだ 稀 で

あ る。

同 国 の銀 行 に お ける コ ンピ ュー タ化 は、 バ ン コ ク銀行 が 、 オ ンライ ン ・システ ムを1970

年8月 に ス ター トさせ た時 に始 ま る。 その 次 の段 階 は、1984年 に シ ャム商業 銀 行 が 、AT

Mを 導 入 した時 で あ る。 以 下 に発 展 の過 程 を 簡 単 に記述 す る。

1970年

1975年

1980年

1985年

1974年

1979年

1984年

1987年

・オ ンライ ン ・システム導入

・バ ンコク首都圏地域全体にわた りオ ンライ ン{ネ ッ トワー クが、

拡大す る時期

・SWIFT等 の海外銀行業務 ネ ッ トワークとの接続

・1984年 にATMの 導入

・POSに よる電子送金が、1985年 にデパ ー トに導入

・タイ国農業銀行が、フ ァームバ ンキ ングを開始

タイにおける銀行業界の競争 は、激烈で あるため、同業界 は、情報化投資を積極的 に行

な って きた。 タイ国中央銀行の調 査 によ ると、バ ンコク銀行や タイ国農業銀行等 の大手商

業銀行 は、1988年 まで に、120億 バ ーツ(4億8,000万 ドル)を コンピュータ ・システム

に投 資 した。同 じ時期 に シャム商業銀行や タイ国陸軍銀行な どの中規模の銀行 は、それぞ

れ80億 バ ーツ(3億2,000万 ドル)以 上 を支 出 した。 また、ア ジア銀行や ナコー トン銀行

などの小 規模銀行は、30～40億 バ ーツ(1億2,000万 ドル～1億6,000万 ドル)を コンピ

ュータ ・システムに投資 した。
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2.ネ ッ トワー ク化 の状 況

タ イ経 済 は、 こ こ数 年2桁 の 高度 成 長 を示 し続 けて お り、 ネ ッ トワー ク化へ の需 要 予想

よ り も大 き くな って い る。 その た め に基 礎 的 な基 盤 整 備が 、急 務 とな って お り、 そ して さ

らに広 範 囲 に わ た る高 度 サ ー ビスの 構 築 に向 け て新 しい方 針 を タ イ電 話 公社(TOT:Te-

lephoneOrganizationofThailand)が 、 中心 とな って推 進 して い る。

現 在 、 「第5次 プ ロ ジ ェ ク ト」を 実施 中で あ り、 具体 的 に は、以 下 の サ ー ビスで あ る。

① 移 動 電 話 サ ー ビス

② カ ー ド電 話

③ 全 国 ペ ー ジ ング ・サ ー ビス

④ ビデオ テ ックス ・サ ー ビス

3.EDlの 実 施 状 況

EDIの 産 業別 実 施 状 況 は、金 融、 輸 出入 、運輸(航 空)の 一 部 で 行 なわ れ て い る。 し

か し、民 間ベ ー スで は ほ とん ど行 なわ れ て い ない のが 実 情 で あ る。EDIに 必 要 と され る

標準 に関 して は、以 下 の とお りで あ る。

・通 信 プ ロ トコル ・標準 ベ ース:X400
,X25

・プライベートベース:IBM仕 様BSC(BinarySnychronousDatalink

Controul)

SNA(SystemNetworkArchitecture)

・ビジネ ス

今 の と ころ業 種 毎 に定 め られ て い る。

EDIの た めの 標準 化 推 進機 構 にて は、 特 に明 確 な組 織 はな い が 、TOTが 推 進 委 員 会

を設 置 しEDIの 推 進 を開 始 しっ っ あ る。 標準 化 に っ いて は、TOTがUN/EDIFA

CTに つ いて 研 究 して い る。将 来 これ を ベ ー ス にEDIの 啓 蒙活 動 を行 う予定 で あ る。

4.VANの 状 況

同国 にお け るVAN企 業 と して は、TOTとCAT(Co㎜unicationAuthorutyofThai-

land:タ イ通 信 公 社)が 、 サ ー ビスを提 供 して お り、 アプ リケ ー シ ョ ンと して は、 電子 メ

ー ル、 電 子掲 示 板 、 オ ン ライ ンデ ー タベ ー ス検索 等 で あ る。 国 際VAN企 業 は、 現在 の と

ころな い 。
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5.情 報処理技術者育成

タイにおける情報処理技術者 の実態 は、以下の とお りである。

・大卒エ ンジニアの需要 ……6 ,000人/年

実績 …・・ド2,500人/年 内 コンピュータ関係4～500人

これによると需要と実績 との間にはか なりのギ ャップが、存在す ることがわか る。また、

これ らの就職先 は、っ ぎのとお りで ある。

・情報処理技術者の採用先 …… 商社、電話公社、通信、サー ビス産業等。

現在、同国におけ る情報処理技術者数 は、推定約13,000人 であ り、内訳は、SEが 、

3,000人 、プ ログラマが、10,000人 とな って いる。

これ らの情報処理技術者の教育を担当 して いる主 な機関 としては、大学、専門学校等が

ある。大学 における情報処理技術者の教育 は、大 きく分けて2系 統 あ り、一つは コンピュ

ー タエ ンジニ ア(ソ フ トウェア とハ ー ドウェアを含む)の 教育で、年 間400人 の技術者を

社会 に送 り込んでいる。 もう一つ は、統 計学 、会計学、理学部 における ソフ トウェアを中

心 とした教育であ り、年 間に150～200人 の学生を卒業 させて いる。

大学以外の教育機関 としては、職業訓練学校 や民間の専門学校があ り1こ れ らでは主 に

パ ッケージソフ トのイ ンス トラクシ ョンを中心 とした、教育 ・訓練を実施 している。

同国における情報処理教育を含めた教育政策を担 当 している国の機関 は、大学庁、文部

省、内務省等が あり、大学教育 は大学庁、義務教育 は文部省 と内務省の両省が、担当 して

いる。

また、国の機関ではないが、 タイ日経済技術振興協会(TPA:TechnologicalPromotion

Association(THAI-JAPAN))が 、同国における経済 ・技術の発展 に貢献 して いる。TPAは 、

在 日の㈲ 日タイ経済協力協会を窓 口と して、 日本 とタイの友好関係を増進す る目的のため

に、1973年1月 に設立 され、現在、工業計測技術、技術改良、省 エネルギー、 コンピュー

タ等の訓練 コースや通信教育、セ ミナーを通 じて技術力の推進 につ とめている。具体的な

主要事業 として は、以下の ものがある。

(1)技 術経営 セ ミナー ・技術改良訓練事業

(2)工 業計測技術訓練事業

(3)語 学講座

(4)中 小企業調査指導事業

(5)生 産者通信教育事業

(6)工 業技術実施研修団受入
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(7)産 業技術情 報セ ンター

しか し、タイの人 々は、企業等への定着率がそれ ほど高 くな く、ある技術を身につ ける

とより良 い会社に転職 して しま うというのが実情の ようである。 このため経営者側 も、企

業で技術者教育 を行 うとい うことに リス クを感 じてお り、技術者の レベル ア ップが、 スム

ーズに進んでいないとい う側面がある
。

6.情 報 産 業

まず 、 コ ン ピュ ー タ産 業 で あ るが 、 コ ン ピュー タ メー カ ーの ほ とん ど は、主 要 先 進 国 の

ベ ンダ ーで あ る。 国 内企 業 は、PCの 製 造 だ けで あ る。 情 報 サ ー ビス産 業 に関 して は、 コ

ンピュ ー タメ ー カ ー、 デ ィー ラーが大 多数 で 、独 立 系 は非 常 に少 数 で あ る。

電 気通 信 産 業 は、 国 内通 信事 業 はTOT(タ イ 電話 公 社)が 主 に担 当 して お り、 国 際通

信 は、CAT(CommunicationAuthorityofThailand:タ イ通 信 公 社)が 担 当 して い る。

移 動 体通 信 の状 況 は 、携帯 電話 、 ペ ー ジ ャー(ポ ケ ッ トベ ル)の 使 用 が主 で 、 タイ で は、

現 在 、通 信 イ ンフ ラス トラ クチ ャの一 環 と して 、移 動 体通 信 の建 設 に積 極 的 に取 り組 ん で

い る。 同国 の100人 当た り電 話 回線 数2,1で あ り、 日本 は43 .2で あ る。
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